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資料編

1. 水質浄化対策事例

1.1 河川直接浄化事例
各浄化手法毎の国内事例を以下に示す。

(1) 堰浄化（物理的浄化＝沈殿）

野川浄化施設のラバー堰による浄化効果

野川浄化施設の取水施設にはラバー堰が設置されており、その上流部の湛水の形状は

幅平均15ｍ、長さ500ｍ、最大水深2ｍである。野川の上流側の流入部と浄化施設の

流入点の水質を比較し、その浄化効率をまとめたものが表-1である。平均値で見ると、

ＢＯＤ18.2㎎/ が12.2㎎/ で約28％の除去率が、ＳＳについては20.1㎎/ が8.6㎎/ç ç ç

で約43％の除去率が得られている。ç

河床に沈殿した浮遊物中の有機物の分解により湛水部のＤＯの減少やスカムが発生す

ることがあるので、高濃度の有機性の河川水には適用できない。多摩川支川の野川浄化

施設の取水用ラバー堰での実績では、河川水の水質はＢＯＤ30mg/ 、ＳＳ30mg/ 以上ç ç

である。

表-1 ラバー堰の湛水による浄化効果

（野川浄化施設の実績）

（昭和58年～平成4年の10ヶ年）

堰での浄化効
野 川 浄化施設流入

浄化効率（％）

0.682 － －流 量（ /s）â
(0.120～2.496)

8.2 6.0 －ＤＯ（mg/ ）ç
(3.6～13.8) (0.5～15.5)

20.1 8.6 42.6ＳＳ（mg/ ）ç
(3.8～352.0) (1.4～43.3) (0.0～98.5)

18.2 12.2 28.1
ＢＯＤ（mg/ ）ç

(4.4～54.9) (3.6～26.5) (0.0～74.5)

7.8 6.5 16.1D-BOD（mg/ ）ç
(1.3～25.9) (1.2～17.5) (0.0～65.7)

10.4 5.8 37.7SS-BOD（mg/ ）ç
(2.5～43.8) (1.2～14.1) (0.0～88.1)
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(2) マイクロストレーナー（物理的浄化＝ろ過）

大阪府の東横堀川に昭和55年にマイクロストレーナー２台が設置されている。

施設の規模：長さ 12m×幅6m×深さ6mのコンクリート製水槽

ろ過能力 ：２台のマイクロストレーナーで 50,000m /日３

図-1 マイクロストレーナー 図-2 東横堀川マイクロストレーナー

の仕組み 設置位置図



- 資-3 -

(3) 接触酸化法（物理＋生物的浄化＝接触沈殿＋生物酸化）

a) 礫間接触酸化法（物理＋生物的浄化＝接触沈殿＋生物酸化）

① 野川浄化施設の事例

野川浄化施設は、多摩川の支川野川を浄化対象とした礫間接触酸化法による河川浄

化施設である。浄化対象水量は1m /secであり、流入水質の計画値はＢＯＤ13mg/ 、３ ç

ＳＳ16mg/ に対して放流水質はＢＯＤ3.25mg/ （除去率75％）、ＳＳ2.4mg/ （除ç ç ç

去率85％）である。

野川浄化施設の主構成は、取水施設、礫間接触酸化槽、放流施設である。取水施設

にはラバー堰を使用しており、その堰上げにより上流側は約500ｍ湛水区間となって

いる。

水質調査結果によれば、堰上げによる湛水部での沈殿による浄化効果と礫間接触酸

化施設による浄化効果が確認されており、両者の浄化効果によって計画水質をほぼ達

成している。

野川浄化施設の昭和 5 8年～平成４年までの浄化効果は堰による浄化効課

はＳＳで43％、ＢＯＤで28％、礫間接触酸化槽ではＳＳ 64％、ＢＯＤ 60％、

Ｄ－ＢＯＤ50.5％であり、浄化施設全体ではＳＳ80％、ＢＯＤ72％、Ｄ－ＢＯＤ57％

の浄化効果が得られている。

表-2 野川浄化施設の水質調査結果

（昭和58年～平成４年の10ヶ年平均）

野川 浄化施設 浄化施設 除去率（％）

流入 放流 堰 浄化施設 全体

流 量 0.682 0.375 0.357
－ － －

（ /s） (0.120～2.496) (0.025 0.870) (0.023 0.896)â ～ ～

ＤＯ 8.2 6.0 4.7
－ － －

（mg/ ） (3.6～13.8) (0.5～15.5) (1.6～7.8)ç

ＳＳ 20.1 8.6 2.9 42.6 63.9 79.8

（mg/ ） (3.8～352.0) (1.4～43.3) (0.6～13.0) (0.0～98.5) (0.0～96.5) (39.0～98.9)ç

ＢＯＤ 18.2 12.2 4.8 28.1 60.4 71.8

（mg/ ） (4.4～54.9) (3.6～26.5) (1.0～16.8) (0.0～74.5) (15.2～86.1) (28.8～90.2)ç

Ｄ-ＢＯＤ 7.8 6.5 3.1 16.1 50.5 57.3

（mg/ ） (1.3～25.9) (1.2～17.5) (0.6～7.7) (0.0～65.7) (0.0～86.8) (0.0～87.7)ç

ＳＳ-ＢＯＤ 10.4 5.8 1.8 37.7 68.4 79.4

（mg/ ） (2.5～43.8) (1.2～14.1) (0.0～12.1) (0.0～88.1) (0.0～100.0) (0.0～100.0)ç
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b) プラスチック等接触酸化法（物理＋生物浄化＝沈殿＋生物酸化）

プラスチック等接触酸化法の河川水を対象とした実験結果より、浄化効果の事例を

表-3に示す。建設技術評価「河川等の公共用水域における高効率浄化システムの開発」

として行われた実験であり、多摩川支川の谷地川の河川水を対象に浄化水量1 /secにç

対して所定規模の実験施設を設置し、約１ヶ年調査を行ったものである。

実験を行った接触材は、波板状プラスチック接触材、ヒモ状接触材、布状接触材、不

織布とプラスチック接触材の組み合わせの４種類である。

波板状プラスチック接触材は滞留時間3.0時間で実験を行い、ＢＯＤ除去率60％、

Ｄ－ＢＯＤ除去率35％、ＳＳの除去率77％である。

ヒモ状接触材は滞留時間1.0時間で実験を行い、ＢＯＤ除去率62％、Ｄ－ＢＯＤ除去

率38％、ＳＳの除去率80％である。

布状接触材は滞留時間2.3時間で実験を行い、ＢＯＤ除去率63％、Ｄ－ＢＯＤ除去率

49％、ＳＳの除去率73％である。

不織布＋プラスチック接触材は滞留時間1.4時間で実験を行い、ＢＯＤ除去率43％、

Ｄ－ＢＯＤ除去率31％、ＳＳの除去率56％である。

Ｔ－Ｎ、Ｔ－Ｐは各浄化手法ともＳＳに起因する窒素、リンの除去が認められ、

Ｔ－Ｎで12～17％、Ｔ－Ｐで10～20％の浄化効果が認められている。

波板状接触材 筒状接触材

ハチの巣状接触材 球状接触材 ひも状状接触材

【プラスチック接触材】

図-3 プラスチック接触材等の種類



- 資-5 -

表-3 プラスチック等接触酸化法の浄化効果

（「河川等の公共用水域における高効率浄化システムの開発」の実験結果より）

－波板状プラスチック接触材 滞留時間3.0時間－

流入水 浄化水 除去率
項 目 ﾃﾞｰﾀ数

(mg/ ) (mg/ ) （％）ç ç

9.7 3.8 59.8
ＢＯＤ 33

(3.5～23.6) (0.8～11.0) (29.7～85.0)

4.6 3.1 35.0
Ｄ－ＢＯＤ 32

(1.8～11.9) (0.5～8.4) (0.0～88.6)

18.3 2.8 77.1
ＳＳ 33

(3.0～100.0) (0.8～7.5) (0.0～96.2)

6.14 5.24 15.3
Ｔ－Ｎ 28

(3.03～ 9.91) (2.84～8.60) (0.0～40.9)

0.74 0.59 19.9
Ｔ－Ｐ 27

(0.14～ 1.59) (0.17～1.36) (0.0～59.5)

－ヒモ状接触材 滞留時間1.0時間－

流入水 浄化水 除去率
項 目 ﾃﾞｰﾀ数

(mg/ ) (mg/ ) （％）ç ç

9.2 3.5 62.0
ＢＯＤ 45

(3.5～23.6) (0.5～12.3) (28.7～88.8)

4.2 2.7 37.8
Ｄ－ＢＯＤ 43

(1.2～11.9) (0.5～10.5) (3.0～72.7)

21.0 1.9 79.5
ＳＳ 45

(3.0～170.0) (0.8～5.2) (13.6～99.4)

6.32 5.24 17.0
Ｔ－Ｎ 27

(3.82～ 9.91) (2.66～7.54) (0.0～44.6)

0.79 0.71 11.6
Ｔ－Ｐ 27

(0.14～ 1.59) (0.18～0.32) (0.0～41.6)

－布状接触材 滞留時間2.3時間－

流入水 浄化水 除去率
項 目 ﾃﾞｰﾀ数

(mg/ ) (mg/ ) （％）ç ç

8.1 3.2 62.8
ＢＯＤ 21

(3.7～23.6) (1.1～13.5) (42.6～85.9)

4.5 2.3 49.4
Ｄ－ＢＯＤ 20

(1.5～11.9) (1.0～11.3) (5.0～74.1)

11.7 2.2 72.8
ＳＳ 21

(3.2～46.0) (0.8～8.7) (9.1～97.8)

5.75 5.20 13.5
Ｔ－Ｎ 19

(3.03～ 8.27) (3.52～11.10) (0.0～24.7)

0.60 0.50 18.2
Ｔ－Ｐ 18

(0.31～ 1.06) (0.20～1.01) (0.0～41.3)

－不織布＋ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ接触材 滞留時間1.1時間－

流入水 浄化水 除去率
項 目 ﾃﾞｰﾀ数

(mg/ ) (mg/ ) （％）ç ç

8.3 4.6 42.9
ＢＯＤ 14

(3.7～23.6) 2.3～15.2) (21.3～69.6)

4.9 3.4 31.4
Ｄ－ＢＯＤ 13

(2.1～11.9) (1.7～11.0) (7.6～55.1)

6.7 3.0 55.5
ＳＳ 14

(3.2～17.6) (0.8～10.2) (25.0～90.6)

6.19 5.44 11.9
Ｔ－Ｎ 13

(4.19～ 8.27) (3.71～6.99) (0.0～20.8)

0.69 0.63 10.1
Ｔ－Ｐ 13

(0.4～10.6) (0.39～0.95) (0.0～21.9)
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(4) 木炭浄化法（物理＋生物的浄化＝ろ過＋生物酸化）

a) 土木研究所等での実験結果

土木研究所、栃木県、近畿、中部地方建設局で行った実験の概要と効果を表-4に示

す。これら一連の実験の中で、近畿地建が行った実験は、他の実験の知見を取り入れ、

木炭層内の目詰まり時のエアレーションによる排泥や汚泥溜を設置しているため、浄

化効果が高く安定した除去率を示している。たとえば２か月の実験期間の平均除去率

はＢＯＤで流入濃度5～15㎎/ で90％、Ｔ－Ｎ3～8㎎/ で50％、Ｔ－Ｐ0.3～0.8㎎/ç ç

で65％と、ＢＯＤ、窒素、リンの除去率はいずれも高い値を示している。ç

表-4 木炭浄化実験結果一覧

土木研究所の報告によれば、本法の欠点は目詰まりであるとされている。

備前川河川水質浄化実験では、汚泥の堆積により目詰まりが生じ、一部に圧力がか

かり短路流が発生して除去効果の低下が認められた。ろ過システムであるため、特に

分解が期待できない無機ＳＳにより目詰まりを起こし易い性質がある。いずれの実験

においても木炭層内のＳＳ堆積量がろ過層１m あたり約50kgとなった場合、ヘッドが３

40cmを越え、実験施設では木炭層が浮き上がる等の問題が発生している。長期的に稼

働するためには、近畿地建で行ったような排泥対策が必要となる。

本実験では①家庭排水が定常的

に流入する河川における浄化効果

②システムの差異による浄化効果

の比較を検討した。備前川の水を

ポンプで汲み上げ、図に示した装

置で浄化を行った。備前川は家庭

排水の流入する小河川である。

土
浦
市
備
前
川

栃
木
市
県
庁
堰

土
浦
市
霞
ヶ
浦

寺
内
谷
川

伊
那
市
天
竜
川

土
木
研
究
所

土
木
研
究
所
栃
木
県

関
東
地
方
建
設
局

近
畿
地
方
建
設
局

中
部
地
方
建
設
局

本実験は①家庭排水が流入する

小水路における浄化効率②砂利、

針葉樹木炭、広葉樹木炭の３種の

ろ材の比較を検討した。

河床にろ過層を埋設しポンプで

水を送り込み浸透ろ過を行った。

本実験では湖沼水の浄化効果を

検討した。水面下1cmのところに

内部に集水管を配した木炭を詰め

たかごを吊るし、ポンプで水をろ

過させた。

霞ヶ浦は富栄養化現象が問題と

なっている湖である。

本実験では①図に示したシステ

ムの有効性②エアレーションによ

る排泥装置の有効性を検討した。

寺内川は家庭排水の流入する河

川である。システムは３層に別れ

、それぞれ汚泥留めとエアレーシ

ョン散気管を持つ。

本実験では大河川における高水

敷を利用した浄化手法の有効性を

検討した。天竜川は諏訪湖を水源

としたここからの汚濁が問題とな

っている河川である。高水敷に池

を堀り、池に本川の水を導水し池

内で循環浄化させ、ｵｰﾊﾞｰﾌﾛｰ分を

本川に戻すシステムである。

①汚泥の堆積により短路流が

発生し除去率が落ちた。

②流入水に比べて浄化後は溶

存酸素が減少していた。

③堆積した汚泥の強熱減量は

流入水より減少していた。

④システムの違いによる除去

効果の差は小さかった

①河床に水草の繁茂が見られ

た

②透視度が向上した。

③砂利と木炭の間で大きな差

はなかった。

①ほとんど目詰まりはなかっ

た。

②リン、窒素を含んだ藻類を

効果的に濾し取ることがで

きた。

③内部に嫌気的状態が発生し

脱窒が行われた。

①エアレーションによる排泥

操作により、堆積した汚泥

はほとんどが排出できた。

②除去率が高かった。

①池における沈殿作用も

加わってＳＳの除去効果が

高かった。

②本方式による浄化の可能性

が示された。

T-P
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b) 谷地川での実験結果

木炭浄化法の河川水を対象とした実験結果より、浄化効果の事例を表-5に示す。こ

の実験は建設技術評価「河川等の公共用水域における高効率浄化システムの開発」と

して行われたものであり、多摩川支川の谷地川の河川水を対象に浄化水量1 /secにç

対して所定規模の実験施設を設置し、約１ヶ年調査を行ったものである。

実験施設は粒径10～40mmの木炭を層厚30～50cm程度に敷き詰めた木炭層でありその

中を1～10cm/分（14.4～144m/日）の流速で水を上向流または下向流でろ過できる施

設である。

通水速度1cm/分で実験を行った結果、流入水ＢＯＤ8.3mg/ （3.7～23.6mg/ ）にç ç

対して浄化水は3.2mg/ （0.6～9.1mg/ ）であり、ＢＯＤ除去率は約64％である。ç ç

ＳＳは流入水8.9mg/ （3.2～46.0mg/ ）に対して浄化水は1.8mg/ （0.2～5.0mg/ç ç ç

）であり、ＳＳ除去率は72％である。ç

また、Ｔ－Ｎ、Ｔ－ＰについてはＳＳ性の窒素、リンの除去が認められており、

Ｔ－Ｎで約18％、Ｔ－Ｐで約17％の浄化効果が認められている。

なお、脱窒やオルトリン酸態リンの吸着はほとんど認められなかった。

表-5 木炭浄化法の浄化効果（通水速度1cm/min）

（「河川等の公共用水域における高効率浄化システムの開発」の実験結果より）

流入水 浄化水 除去率
項 目 ﾃﾞｰﾀ数 (mg/ ) (mg/ ) （％）ç ç

8.3 3.2 64.4ＢＯＤ 15
(3.7～23.6) (0.6～9.1) (25.8～83.8)

5.2 2.7 52.5Ｄ－ＢＯＤ 14 (2.1～11.9) (0.6～7.8) (11.7～71.4)

8.9 1.8 71.5ＳＳ 15 (3.2～46.0) (0.2～5.0) (0.0～97.8)

6.21 5.08 17.9
Ｔ－Ｎ 15 (4.19～8.27) (3.50～6.86) (0.8～26.0)

0.68 0.60 12.3Ｔ－Ｐ 15 (0.40～1.06) (0.34～.093) (0.0～22.4)
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(5) 接触曝気法（生物的浄化＝生物酸化（付着生物膜法）

a) 曝気付礫間接触酸化法（生物的浄化＝生物酸化（付着生物膜法）

図-4 曝気付礫間接触酸化法の模式図

古ヶ崎浄化施設は江戸川左岸の流入支川坂川の汚濁水を直接浄化し、江戸川の水質改

善を目的とした施設である。計画では2.5 /secの浄化施設であるが浄化効果の検証のâ

ために0.1 /secのパイロット施設が平成元年より稼働しており、ここではその計画、â

諸元を示す。

表-6 古ヶ崎浄化施設の計画諸元

項 目 計 画 諸 元 備 考

浄化水量 2.5 /secâ

çＢＯＤ 23mg/
ç計 流入水質 ＳＳ 24mg/
çＮＨ －Ｎ 7.6mg/４

ç画 ２－ＭＩＢ 0.55μg/

ç水 ＢＯＤ 5.7mg/
ç浄化水質 ＳＳ 9.1mg/
ç質 ＮＨ －Ｎ 2.2mg/４

ç２－ＭＩＢ 0.22μg/

浄化方式と 曝気付礫間接触酸化法 滞留時間1.5時間
＋

浄化諸元 礫間接触酸化法 滞留時間0.5時間

ＢＯＤ 75％
除 去 率 ＳＳ 62％ 多摩川、荒川等の浄化実験の結果より

ＮＨ －Ｎ 70％４

２－ＭＩＢ 60％

汚泥溜容量 ６ヶ月分 定期的曝気排泥処理により汚泥を排出する

表-7 古ヶ崎浄化施設の施設諸元

パイロット施設

浄化水量 0.1m /sec３

浄化方式と 曝気付礫間接触酸化部（滞留時間 1.5時間）
＋

浄化諸元 礫間接触酸化部（滞留時間 0.5時間）

曝気部 礫間部 全 体
浄
有効水深 3.0m 3.0m 3.0m

化
形 状 長18m 長10m 幅25m×長28m

施
池 数 － － 1池の1/5施設

設
â â â容 量 1,350 750 2,100

形 状 100～150mm
礫
空 隙 率 40％

空 気 量 ２倍、散気管は１ｍ間隔に設置

取 水 方 式 ポンプ揚水
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b) プラスチック等接触曝気法（生物的浄化－生物酸化(付着生物膜法)）

1) 下水の二次処理水を対象とした実験結果

プラスチック接触材を使用した接触曝気法による下水の二次処理水を対象とした実

験結果を表-8、表-9に示す。流入ＢＯＤ20mg/ 以上のデータをみると、滞留時間２ç

時間で、ＢＯＤ76～89％、ＳＳ95％程度の浄化効果が得られている。また、流入ＢＯ

Ｄ10mg/ 以下のデータをみると、滞留時間２時間でＢＯＤ5mg/ 以下となっている。ç ç

アンモニア態窒素についてみると滞留時間２時間で原水5.3～15.9mg/ に対し、処ç

理水は2mg/ 以下（実験5を除く）となっており、よく除去されている。水温が高いç

ほど硝化が促進している。

2) 谷地川での実験結果

谷地川での実験結果より、プラスチック等接触曝気法の浄化効率の事例を表-10及

び表-11に示す。この実験は建設技術評価「河川等の公共用水域における高効率浄化

システムの開発」として行われたものであり、多摩川支川の谷地川の河川水を対象に

浄化水量1 /secに対して所定規模の実験施設を設置し、約１ヶ年調査を行ったものç

である。

実験を行ったプラスチック接触材等は筒型プラスチック接触材（図-5）とヒモ状接

触材（図-6）であり、流入水のＢＯＤは平均で約8mg/ 、Ｄ－ＢＯＤは平均で約3mg/ç

、ＳＳは平均で15mg/ 前後である。ç ç

筒型プラスチック接触材は滞留時間1.1時間で実験を行い、ＢＯＤ除去率は51％、

Ｄ－ＢＯＤ除去率は22％、ＳＳ除去率は71％である。

ヒモ状接触材は滞留時間2.0時間で実験を行い、ＢＯＤ除去率50％、Ｄ－ＢＯＤ除

去率33％、ＳＳ除去率は61％である。

Ｔ－Ｎ、Ｔ－Ｐは両浄化手法ともＳＳ性の窒素、リンの除去が認められている。筒

型プラスチック接触材ではＴ－Ｎ、Ｔ－Ｐ除去率とも7％、ヒモ状接触材ではＴ－Ｎ

除去率7％、Ｔ－Ｐ除去率10％である。

両浄化手法の浄化効果は、エアレーションを行わないプラスチック等接触酸化法と

ほぼ同様である。エアレーションはブロワーの電気代が必要となることから、谷地川

の水質性状のような河川においては、エアレーションを行わないプラスチック等接触

酸化法が適しているものと考えられる。
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表-8 プラスチック接触曝気法の下水二次処理水実験例

濁 度 ＳＳ ＣＯＤ ＢＯＤ ＮＨ -Ｎ ＮＯ -Ｎ ＮＯ -Ｎ ＰＯ ＡＢＳ４ ２ ３ ４
３－

＊処理水量
原水 処理 原水 処理 原水 処理 原水 処理 原水 処理 原水 処理 原水 処理 原水 処理 原水 処理

水温
接触時間 水 水 水 水 水 水 水 水 水

濃 ＭＡＸ 17.5 4.9 1.5 4.3 1.2 11.4 10.4 9.4 3.3 6.8 1.1 2.0 0.7 0.4 0.8 2.0 2.4 0 0
実 ＭＩＮ 12m /㎡/日 14.0 3.1 0.7 3.2 0.4 6.2 4.2 3.4 0.65 4.0 0.4 0.8 0.2 0.2 0.5 0.0 0.1 0 0３

験 度 平 均 3.6 1.3 3.8 0.8 9.4 7.2 5.6 1.95 5.3 0.7 1.5 0.5 0.3 0.6 0.64 0.85 0 0
１
汚濁負荷量 ２時間 0.043 0.046 0.113 0.067 0.064 0.018 0.004 0.008 0
除 去 率 63.9 78.9 23.4 65.2 86.8 66.7 -100 -32.8 0

濃 ＭＡＸ 14.0 64 5.4 88.4 4.4 28.7 12.3 37.3 4.7 12.2 1.2 1.9 1.6 1.5 18.0 3.3 0.4 6.0 3.25
実 ＭＩＮ 12m /㎡/日 13.0 36 4.1 44.0 1.9 23.9 10.3 25.8 2.0 12.0 0.9 0.2 0.9 0.34 0.1 3.0 0.3 4.5 3.25３

験 度 平 均 50 4.7 66.4 3.2 26.3 11.3 31.6 3.4 12.1 1.15 1.1 1.3 0.92 9.1 3.15 0.35 5.25 3.25
２
汚濁負荷量 ２時間 0.600 0.797 0.316 0.379 0.145 0.013 0.011 0.038 0.063
除 去 率 90.6 95.2 57.0 89.2 90.5 -18.2 -889 88.9 38.1

濃 ＭＡＸ 13.0 4.7 2.5 4.9 2.1 11.0 9.0 4.9 2.6 7.2 2.2 9.0 2.0 1.0 2.4 0.8 1.0 0.01 0.01
実 ＭＩＮ 24m /㎡/日 11.5 4.5 1.4 3.4 0.9 10.0 8.0 2.9 1.5 5.2 1.6 5.2 0.7 1.8 0.2 1.0 0 0３

験 度 平 均 4.6 1.9 4.2 1.5 10.5 8.5 3.9 2.0 6.2 1.9 7.1 2.0 0.8 2.1 0.5 1.0 0.01 0.01
３
汚濁負荷量 ２時間 0.110 0.101 0.252 0.094 0.147 0.170 0.019 0.012 0.0002
除 去 率 58.7 64.3 19.0 48.7 69.4 71.8 -163 -100

濃 ＭＡＸ 11.5 4.7 1.8 5.4 0.8 14.5 12.2 9.0 4.3 11.2 1.5 8.4 3.9 0.4 1.7 0.4 0.5 0 0
実 ＭＩＮ 24m /㎡/日 11.1 2.5 0.4 2.5 0.1 10.2 8.2 5.6 3.9 6.3 0.6 2.2 1.4 0.1 1.3 0.2 0.3 0 0３

験 度 平 均 3.0 1.0 3.9 0.4 12.7 9.7 6.9 3.7 8.0 1.0 6.2 2.7 0.3 1.5 0.3 0.43 0 0
４
汚濁負荷量 ２時間 0.004 0.094 0.305 0.166 0.192 0.149 0.007 0.007 0
除 去 率 71.4 89.7 23.6 46.4 87.5 56.5 -400 -43.3 0

濃 ＭＡＸ 12.0 4.6 4.6 4.6 3.6 12.2 11.4 8.1 4.5 6.0 6.4 6.0 5.6 0.3 0.4 1.1 0.9 0 0
実 ＭＩＮ 48m /㎡/日 11.5 4.1 2.0 3.6 1.0 11.2 11.2 3.6 2.4 4.2 1.8 5.6 4.7 0.2 0.2 0.4 0.4 0 0３

験 度 平 均 4.2 3.3 4.1 2.7 11.7 11.3 5.9 3.4 5.1 4.1 5.8 5.1 0.25 0.5 0.8 0.6 0 0
５
汚濁負荷量 ２時間 0.221 0.197 0.562 0.285 0.245 0.278 0.012 0.058 0
除 去 率 20.3 34.1 3.4 42.4 19.6 12.1 -20.0 25.0 0

単位：濃度mg/ 、負荷量kg/m 、接触材/日、除去率 ％ç ３

＊原水（流入水）量負荷量

表-9 プラスチック接触曝気法の下水二次処理水実験例

処理水量 水温 Ｃ Ｏ Ｄ Ｂ Ｏ Ｄ ＮＨ -Ｎ＊
４

接触時間 (℃) 原 水 処理水 原 水 処理水 原 水 処理水

濃 ＭＡＸ 25 12.9 9.3 28.3 4.2 25.2 0.8
ＭＩＮ (1)12m /㎡/日 24 9.9 6.6 24.0 2.8 9.7 0.3３

度 平 均 10.9 7.7 25.8 3.6 15.9 0.6

汚濁負荷量 ２ 時 間 0.131 0.310 0.191
除 去 率 29.4 86.1 96.2

濃 ＭＡＸ 18 11.6 7.6 20.5 6.3 26.3 1.6
ＭＩＮ (2)18m /㎡/日 12 10.0 6.4 17.1 4.5 13.6 0.8３

度 平 均 10.5 7.3 18.6 5.4 20.8 1.2

汚濁負荷量 1.5 時 間 0.189 0.335 0.374
除 去 率 30.5 71.0 94.2

濃 ＭＡＸ 24 12.4 10.1 29.5 9.8 22.4 4.2
ＭＩＮ (3)24m /㎡/日 18 10.7 7.5 23.0 6.8 11.2 2.7３

度 平 均 11.5 9.1 26.3 7.9 17.7 3.5

汚濁負荷量 １ 時 間 0.276 0.631 0.425
除 去 率 20.9 67.6 80.2

単位：濃度mg/ 、負荷量kg/m 、接触材/日、除去率 ％ç ３

＊原水（流入水）量負荷量
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表-10 筒型プラスチック接触材による接触曝気法の浄化効果（滞留時間1.1時間）

（「河川等の公共用水域における高効率浄化システムの開発」の実験結果より）

流入水 浄化水 除去率項 目 ﾃﾞｰﾀ数 (mg/・) (mg/・) （％）

8.0 3.8 51.1ＢＯＤ 30 (3.7～23.6) (1.5～15.0) (23.0～75.5)

3.9 3.0 21.7
Ｄ－ＢＯＤ 29 (1.2～11.9) (1.2～12.4) (0.0～58.0)

15.9 2.9 71.1ＳＳ 30
(3.2～100.0) (1.0～8.0) (47.7～98.4)

5.68 5.38 7.0Ｔ－Ｎ 21 (3.03～8.27) (3.09～7.31) (0.0～35.6)

0.59 0.57 6.9Ｔ－Ｐ 21 (0.14～1.06) (0.16～0.99) (0.0～35.2)

表-11 ヒモ状接触材による接触曝気法の浄化効果（滞留時間2.0時間）

（「河川等の公共用水域における高効率浄化システムの開発」の実験結果より）

流入水 浄化水 除去率項 目 ﾃﾞｰﾀ数
(mg/・) (mg/・) （％）

7.8 3.9 50.0ＢＯＤ 27 (3.6～23.6) (1.7～13.8) (8.6～79.8)

4.2 2.7 32.7Ｄ－ＢＯＤ 26 (1.2～11.9) (1.2～10.7) (0.0～61.7)

14.5 3.5 60.8ＳＳ 27
(3.2～64.0) (1.0～10.4) (25.0～98.4)

5.74 5.43 7.3Ｔ－Ｎ 21 (3.03～8.27) (2.97～6.94) (0.0～22.3)

0.58 0.54 9.5Ｔ－Ｐ 21 (0.14～1.06) (0.17～1.01) (0.0～35.9)

図-5 筒型プラスチック接触材 図-6 ヒモ状接触材



- 資-12 -

(6) 薄層流浄化法（生物的浄化＝生物酸化(付着生物膜法)）

薄層流浄化において浄化機能を発揮するのは河床面の表面に限られるため、他の浄化

手法に比べ大きな浄化効果は期待できない。

浄化効果は、①浄化対象の水質、②河床材料、③流下時間、④流速等によって変わる。

浄化事例（３例）での浄化効果は表-12に示した通りであり、ＢＯＤで約10～50％程度

の浄化効果が得られている。

表-12 薄層流浄化効果事例

項目 ＢＯＤ 水深 流速 長さ 流下時間 除去率 河 床
河川名 (mg/l) (ｍ) (m/sec) (ｍ) (min) (％)

佐 倉 市 15 0.2 0.036 250 116 27 礫

八千代市 18 0.2 0.13 4,000 512 46排水路

土 木 人工芝
6～24 0.10 － 290 280～310 10～30 土管

接触材研 究 所 ﾋﾓ状

なお、土木研究所では、人工芝、土管、ヒモ状接触材等を用いた水路浄化実験を行っ

ており、その結果からＢＯＤ除去結果の算定式として次式を示している。

Ｔ Ｑ
Ｅ＝ ｛0.4＋0.6( )｝×（39.3＋8.0＄）
70＋Ｔ 20

Ｅ：ＢＯＤ除去率（％）

Ｔ：流下時間（min）

Ｑ：水温（℃）

＄：流水接触面積比（－）

河道改修前の水路１ｍ当たりの流水接触面積を１とし

改修後の水路の表面積を分子にした値
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(7) オキシデーションディッチ法（生物的浄化＝生物酸化(浮遊生物法)）

図-7 オキシデーションディッチ法模式図

水戸市における「水の都、水戸の復活」を目指し、市内でも汚濁の著しい石川川の水

環境の改善をはかるために、オキシデーションディッチ法を利用した河川浄化施設が建

設されている。石川川全体の模式図を図-8に示し、河川浄化施設の全体配置図を図-9に

示す。

図-8 石川川全体模式図
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図-9 石川川浄化施設全体配置図

オキシデーションディッチ施設の計画諸元を表-13に示す。浄化対象水量は2000 /日â

であり、オキシデーションディッチの滞留時間は16時間で計画されている。また、計画

値では流入水のＢＯＤ90㎎/ に対して、処理水のＢＯＤは15㎎/ であり、ＢＯＤ除去ç ç

率は83%である。

本法の適用にあたって、河川水質の濃度、浄化効率、維持管理の容易さを考慮して選

定されている。また、本浄化施設の特徴として、浄化施設は堤内地の地下に設置し、施

設上部を公園、ゲートボール場等に有効利用していることである。

表-13 石川川浄化施設の計画諸元

計 画 値

処 理 水 量 2,000 /日â

ﾃﾞｨｯﾁ滞留時間 16時間

ç水 流入水BOD 90mg/
ç処理水BOD 15mg/

質 BOD除去率 83％
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(8) 植生浄化法（生物的浄化＝植物体利用）

浄化施設設計のための実験結果から滞留時間とＢＯＤ除去率の関係を示したものがで

あるが、滞留時間５時間ではＢＯＤ除去率は40％である。また、建設省が霞ヶ浦の流入

支川山王川地先で行った実験結果では、水深10cm、滞留時間５時間でＴ－Ｎ、Ｔ－Ｐの

除去率が横ばいとなっており、Ｔ－Ｎ除去率40～50％、Ｔ－Ｐ除去率約50～60％である。

山王川及び清明川の植生浄化施設の設計滞留時間は、山王川での実験結果にもとづき、

Ｔ－Ｎ、Ｔ－Ｐを効率的かつ経済的に除去するための滞留時間として５時間で設計され

ている。滞留時間とＢＯＤ除去率の関係（図-10）においても、５時間以上では浄化効

率が大幅に上がることは期待できないものと考えられる。。

また、山王川の実験では水深と浄化効率の関係を検討しているが、水深20cmより水深

10cmの方が浄化効率が高い傾向が認められている。

植生浄化法については平成11年にアンケート調査で全国調査が行われており、その結

果は表-14に示した通りである。

図-10 ＢＯＤの除去率と滞留時間の関係

図中の凡例

本実験；霞ヶ浦山王川実験での結果

2) オランダにおける下水処理適用例

（キャンプ場の排水対象 Ｔａ＝10日以上，ヨシの一種）

3) 日本下水道事業団の実験例

（潅漑水路対象 Ｔａ＝1.5日，ヨシ）

4) Ｒ．Ｍ．ＧＥＲＳＢＥＲＧらの実験例（Ⅰ）

（一次処理水と二次処理水対象，Ｔａ８hr～24hr，ガマとイグサ）

5) Ｒ．Ｍ．ＧＥＲＳＢＥＲＧらの実験例（Ⅱ）

（都市下水対象，Ｔａ＝６日，イグサ，アシ，ガマ）

6) 安田らの調査

（水田対象 Ｔａ＝34hr）
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表-14 アンケート調査施設一覧（実施設）
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(9) 礫間接触酸化＋高速土壌浄化法

（物理＋化学＋生物的浄化＝ろ過＋吸着＋生物酸化）

渡良瀬川支川の蓮台寺川での実験結果を、表-15に示した。

この実験は黒ボク土を使用し、通水速度を３～５ｍ/日で実施したものである。

①ＢＯＤ、ＳＳの浄化効果

礫間接触酸化＋高速土壌浄化法により、ＢＯＤは84％、ＳＳは89％の除去効果が得

られている。

②リンの浄化効果

上記の実験結果では、流入水のＴ－Ｐ 0.6㎎/ 、ＰＯ -Ｐ 0.34㎎/ に対して、ç ç４

ç ç礫間＋土壌浄化方式で浄化水のＴ－Ｐは0.05㎎/ (92％除去)､ＰＯ ｰＰは0.03㎎/４

（91％除去）と非常に良好な結果が得られている。

③色・臭いの浄化

流入水の色度15度に対して、浄化水は３度であり、視覚的には色は全く認め等れな

い程度まで浄化されている。また、下水臭も浄化され、無臭となっている。

表-15 礫間接触酸化＋高速土壌浄化実験結果

（蓮台寺川浄化実験結果）

礫間接触酸化 滞留時間1.0時間

高速土壌浄化 通水速度３～５ｍ/日

礫間接触酸化 礫間＋土壌
原 水
（㎎/ ） 水 質 除去率 水 質 除去率ç

（㎎/ ） （％） （㎎/ ） （％）ç ç

色 度 15度 9度 40 3度 80

Ｂ Ｏ Ｄ 19 9 53 3 84

Ｓ Ｓ 18 9 50 2 89

ＰＯ ｰＰ 0.34 0.28 18 0.03 91４

Ｔ － Ｐ 0.61 0.51 16 0.05 92

ＮＨ ｰＮ 1.4 1.3 7 0.9 36４

Ｔ － Ｎ 5.2 4.2 19 3.0 42

ＭＢＡＳ 1.1 0.7 44 0.2 82

大腸菌群 150 25 83 2 99

（個/ ） （個/ ） （個/ ）ã ã ã

（s.63.10.24～平成３年２月の測定結果の平均値）

（出典：都市河川セミナー（第６回），1991年11月）
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1.2 湖沼・ダム湖浄化対策事例
(1) 植生浄化

a) 清明川植生浄化施設

霞ヶ浦の流入支川対策として、生活排水の流入の多い清明川の栄養塩の負荷削減

を目的に設置されたものである。

・施設諸元

面積（幅×長さ）：38,000k㎡（50m×40m×19槽）

水深：0.1m

・植生種：ヨシ等

霞ヶ浦に自生しているヨシを利用した。

＜施設上流の概略＞

図-11 清明川植生浄化施設の概要



- 資-19 -

b) 土浦ビオパーク

本施設は、この霞ヶ浦で行われた第６回世界湖沼会議環境フェアーの一拠点とし

て、親水公園および浄化に対するＰＲ用に設置されたものである。

・施設諸元

面積（幅×長さ）：3,400㎡（W78m×L46.5m）

水深：0.05～0.10m

水面積負荷（ ×㎡/日）：2.21â

稼働期間：通年

・植生種：クレソン、ミント、セリ、オオフサモ他

＜施設概略図＞

図-12 土浦ビオパーク概略図

クレソンなど食用になるものは、市民が採取するなどによって適当な密度に維持

されている。住民の一部が組織化し、植生の堆肥化などの維持管理に参加している。

また、維持管理に参加している市民が中心となり、収穫した野菜で料理実習も開

催された。



- 資-20 -

(2) 浮き島

植生回復浄化施設

霞ヶ浦沿岸のヨシ原のない水域に浮きヨシ原を整備して、ヨシに、チッ素とリン

を栄養分として吸収させ、湖水から除去する。浮きヨシ原は生態系も復元させるも

ので鳥や小動物の生息空間にもなる。

図-13 植生回復浄化施設（浮きヨシ原）土浦港
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(3) 湖内湖植生浄化

川尻川ウェットランド

ウェットランドでは、自然の状態での水質浄化、つまり植生帯により河川からの

流入が滞留し、汚濁物質の沈殿やヨシ等の植物による栄養塩類の吸収が行われ、底

生生物類、水生昆虫類、魚類、鳥類の生息場所となっている。

霞ヶ浦においても、流入河川の河口部等に小規模ながら、そのような自然が残っ

ている所もある。霞ヶ浦工事事務所では、川尻川の河口附近に、人工的ウェットラ

ンドを構築し、水質浄化および新たな生物生息環境の創出を図ろうとするものであ

る。

霞ヶ浦の中に石積みの仕切堤で区切った小さな湖・湖内湖を作り、河口付近には

汚濁物質を沈殿させる水深２m程度のピットを設置している。それ以外の大部分の

地域は水深０～0.5m程度として、植生帯が繁茂できるようにしている。

現在は、自然状態での植生復元の状態を見るために、修景としての浮き植生以外

は、積極的な植物の植え付けは行っていない。施設の末端には仕切場が９ヶ所空い

ており、そこから浄化された河川水が流出するようになっている。

図-14 川尻川ウェットランド全体図
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１）(4) 植生浄化施設の設計の考え方

湿地法の表面流れ方式の設計の考え方を以下に示す。

湿地法の表面流れ方式の設計には、全国の施設の負荷速度浄化速度の関係図を用い
て、設計の参考とすることが可能である。

〔解説〕

①滞留時間と水面積負荷

滞留時間とは、浄化施設に流入した水が流出するまでに要する時間である。計算上

の滞留時間（水理学的滞留時間：ここでは単に滞留時間という）に比べ実測した滞留

時間（実滞留時間）は短くなることが多いが、設計には一般に計算上の滞留時間が用

いられる。

水面積負荷とは、１日あたり単位面積あたり処理できる水量のことで、1日当たり

処理できる水量を鉛直方向の処理水深で表したものと考えることもできる。

一般的に、植生浄化施設の浄化効果との関係で問題とされるのは、滞留時間と水面

積負荷で、浄化効果を示す指標としては除去率である。

全国の湿地法の表面流れ槽方式の24データ ～ （稼働後5年後が多い。また、Ｂ２） ９）

ＯＤのみ15データを表-16～表-18に示し、滞留時間と除去率の関係を図-15に、水面

積負荷と除去率の関係を図-16に示す。

図-15 滞留時間と除去率の関係
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図-16 水面積負荷と除去率の関係

滞留時間と除去率は比例的な関係、水面積負荷と除去率は反比例的な関係は認めら

れているが、2オーダーの範囲の流入水質が混在することから除去率で表現するには

無理がある。ただし、山王川の実験値（H9,10年：凡例△）については、同じ流入水

での同水深での実験であり明確な比例、または反比例の関係が認められている。

②負荷速度と浄化速度

負荷速度とは、１日当たり単位面積当たりの汚濁物質の負荷量を示し、面積負荷と

もいう。浄化速度とは、１日当たり単位面積当たりの汚濁物質の浄化量を示し、除去

速度ともいう。

流入水の濃度範囲や流入水量によるばらつきを少なくし、より定量的に判断するた

め、負荷速度と浄化速度について考える。

図-17 に負荷速度と浄化速度の関係を示す。
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図-17 負荷速度と浄化速度の関係

負荷速度と浄化速度は、比例的明確な関係が見られ、回帰式で表現することができ

る。回帰式を算出するに当たり、次のデータは除外した。

・合併浄化槽の処理水（佐渡）を対象としたデータ

・生活排水の流入が非常に多いと思われる河川（井上川）のデータ
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・浄化効果が低下した山王川の実験の3年目以後のデータ

リンに比べ窒素の関係がばらついているのは、浄化機構の違いによると考えられる。

リンは沈殿や吸着により蓄積するのみであるのに対し、窒素は更に脱窒の要素が関係

するためと考えられる。

文献 では、種々の植物を用いた水質浄化実験の成果をまとめた結果、施設設計に10）

は面積負荷（負荷速度）が合理的との報告があるが、その負荷速度はＴ－Ｎで0.5～1

g/m /日、Ｔ－Ｐで0.05～0.15g/m /日とされている。しかし、今回整理した負荷速度2 2

の範囲はそれより大きく取っているが、負荷速度の大きな領域では浄化速度に限界が

あり、除去率が小さくなることを示している。

ただし、ここで得られた関係は、ほとんどが稼働後5年以内のデータであり、あく

までも最高率の浄化効率を得るための負荷速度と浄化速度の関係である。長期間の浄

化効果を得るためには、適切な維持管理や別の観点からの検討も必要である。

図-18に、簡易な計算に用いることができる負荷速度と浄化速度の関係を示す。

なお、ＢＯＤは負荷速度1g/m /日以下では除去率が低下する関係となるが、これは、2

流入水質濃度が低い場合、除去率が低下するいくつかの実データにもとづいている。

また、高い負荷速度の実績は4.15g/m /日までであるが、今後の適用例が多いと思わ2

れる負荷速度7g/m /日まで外挿して表現した。2

（補足説明）

従来の表面流れ槽方式の設計は、昭和57年から61年の山王川での実験 に基づくも７）

のが多いが、滞留時間が長くなるに従い除去率が低下する関係にあった。本法では、

前回の山王川での実験データも含めた多くのデータから関係式を導いたことにより、

通常対象とする濃度範囲では、滞留時間が長くなるに従い除去率が上昇する関係にあ

る。
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＊ＢＯＤの負荷速度の実績は4.15/m /日までである。2

図-18 負荷速度と浄化速度の関係図（湿地法：表面流れ槽方式）
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計算例

１）Ｔ－Ｎが2mg/Ｌの流入水0.05m /sを1.4mg/Ｌとするのに必要な水面積はいくらか。3

①除去率30％であるから、関係図より負荷速度1.05（g/m /日）を得る。2

②負荷速度（g/m /日）＝流入水質（g/m ）×流入水量（m /s）×86,400（s/日）÷水面2 3 3

積（m ）2

1.05（g/m /日）＝2（g/m ）×0.05（m /s）×86,400÷（s/日）÷水面積（m ）2 3 3 2

よって、水面積は8,200（m ）となる。2

注）複数の水質項目で必要な水面積を算出するときは、各々の項目の必要な水面積を算

出し、最大の水面積を採用する必要がある。

２）Ｔ－Ｐが１mg/Ｌの流水0.01m /sを、水面積2,000m の施設で処理した場合の放流水質3 2

を計算する。

①負荷速度（g/m /日）＝流入水質（g/m ）×流入水量（m /s）×86,400（s/日）÷水面2 3 3

積（m ）2

＝1（g/m ）×0.01（m /s）×86,400÷（s/日）÷2,000（m ）3 3 2

＝0.432（g/m /日）2

②グラフから負荷速度0.432（g/m /日）の時の除去率20％を読み取る。2

③よって、放流水質は＝1（mg/Ｌ）×（1-0.2）＝0.80（mg/Ｌ）
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③設計に関する留意事項

施設の設計に際しては、水深や流下距離、施設の縦横比などを考慮する必要があ
る。また、実施設では汚泥によるトラブルが多く、設計における計画段階での留意が必
要である。

〔解説〕

以下に設計に関する留意事項を示す。

１）水深は全国の表面流れ槽方式の事例では10cmの施設が多く、最大で30cmであった。

文献では 、水深10cmと20cmの比較で10cmの方が効果が高かったとあるが、今回の１）

山王川の実験では単位面積当たりで評価するとほぼ同等であった。同じ水量を処理

する場合には、水深を深く取った方が滞留時間を長くできるが、30cm以下が適当と

思われる。また、表面流れビオトープ方式の場合には最大水深を1m以上の施設が多

く、その場合には植生に覆われない開水面ができること、及び水深に見合った滞留

時間を取らない限り懸濁成分の沈降に時間がかかることなどから、図-18の関係図

は適用できない。

２）流下距離は、20m～1000mまで様々であるが、100m以上の長い流下距離の施設では、

流下に従い、ＣＯＤやリン成分が増える現象がみられた。山王川の実験は、滞留時

間4時間で流下距離30mを基本としたが、10～15m地点までの堆積汚泥が多いことか

ら、充分な流下距離であったと思われる。また、水深さえ確保すれば、滞留時間と

実滞留時間に大きな隔たりがなく、流下距離が短いための偏流発生も認められなか

った。地形上の制約もあるが、仕切り板等を設け迂回流方式にする等、必要以上に

流下距離を長くする必要はない。

３）施設の縦横比は、システム内の水流の様相と流体抵抗に強く影響するとされ 、2)

欧米では重要視されているが、施設規模が大きく異なるためにそのままの適用は難

しい。横方向の距離で問題となるのは、流入地点との関係で止水域が発生し短絡す

ることが問題と考えられ、横方向に広い場合には流入口を複数設けるなどの配慮が

必要である。

４）流入水に沈降成分が多い場合には、沈殿地を設けるか、あらかじめ泥を除去しや

すいように導水部分の構造を工夫した方が良い。また、使用する土壌も浄化効果に

多きく影響するため、事前の考慮が必要である。

参考文献

１）中村栄一・森田弘昭（1987）：低湿地浄化に関する調査,土木研究所資料,第2480号

２）Sherwood C.Reed・Ronald W.Crites・E.Joe Middlebrooks著（1995）,石崎勝義・

楠田哲也監訳,（財）ダム水源地環境整備センター企画：自然システムを利用した

水質浄化
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(5) 導水

北千葉導水路導水事業は、利根川と江戸川を水路で結び、三つの目的を果たす延長

28.5㎞の多目的導水路である。

(1)内水排除

(2)都市用水の確保

(3)手賀沼等の水質浄化

手賀沼は古くから漁業、農業用水などで広く利用されるとともに、多くの文学者

から愛された美しい沼であったが、昭和40（1965）年代に始まる手賀沼周辺の都市

化に伴い、沼に流れ込む生活雑排水や工場排水が増え、いつの間にか沼一面がアオ

コに覆われる全国一の汚れた沼となった。このような水質悪化は、環境面のみなら

ず水利用、漁業等に多大な支障を与えており、その対策が急務となっていた。北千

葉導水事業は、利根川下流部の余剰水を最大10 /sの範囲で注水し、手賀沼等の水â

質浄化を図るものである。

図-19 手賀沼、利根川、江戸川の位置図

図-20 北千葉導水路の模式図
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図-21 手賀沼中央地点におけるＣＯＤ推移

図-22 手賀沼への浄化用水注水量

図-23 2000年度の手賀沼のＣＯＤ

図-24 アオコ回収量の推移
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2. 河川現況汚濁解析
＜浄化残率または自浄係数の決定＞

河川直接浄化の削減負荷量の算定、河川直接浄化実施による水質改善効果、将来水質

を検討するにあたっては、浄化残率または自浄係数（減少速度定数）の設定が必要とな

る。負荷流出の過程と河川の汚濁解析を行う場合の諸係数を参考として下図に示す。

図-25 負荷流出の概念図

①浄化残率

河川に流入した汚濁負荷は、生物学的分解、沈殿、吸着などの作用により減少して

いく。これらの作用を総括的に表すものとして浄化残率という概念が用いられている。

浄化残率とは河川の下・上流の二つの地点における負荷量の比で表されるものである。

下流側地点負荷量（下流水質評価地点負荷量(流出負荷量)）
浄化残率＝

上流側地点負荷量（上流水質評価地点負荷量＋支川、排水路流達負荷量）

浄化残率を求める場合には、対象とする２地点の間の流入汚濁負荷量、取水等によ

って河川から排除される負荷量を補正して求めなければならない。浄化残率は流量に

よっても変化するので、対象流況程度の時の数多くの資料から求めるものとする。た

だし、浄化残率の値は同じ河川においても流域内の排水の処理の程度によって異なる

可能性があるので、将来における値を定める場合には、必要に応じて現状の値を補正

することを考慮するものとする。

②自浄係数（減少速度係数）

汚濁負荷の減少を次のような１次減少反応式で近似した場合、その減少速度係数を

自浄係数と呼び、自浄係数を用いて水質予測を行う場合もある。
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ｄＣ －Ｋｔ＝－ＫＣ または積分形で Ｃ＝Ｃ ｅ０
ｄｔ

Ｃは濃度、Ｃ は初期濃度、ｔは流下時間、Ｋは減少速度係数（自浄係数）である。０

なお、減少速度係数は、上式のようにｅを底とした形の式で表す場合は大文字Ｋを用

い、10を底とする場合には小文字をｋを用いる。Ｋ＝2.31ｋである。

保全対象河川、流入支川、排水路の負荷量（＝流量×水質）により上記の浄化残率ま

たは自浄係数を検討する。

保全対象地点必要削減負荷量より、河川直接浄化で必要とされる削減負荷量は、次式

により算定される。

河川直接浄化 保全対象地点
＝ ÷（浄化残率）

必要削減負荷量 必要削減負荷量

保全対象地点
＝ ÷ｅ （Ｋ；減少速度係数、ｔ；流下時間）－Ｋｔ

必要削減負荷量



- 資-37 -

魚道など付帯設備3.

河川の生態系を保全するため、取水堰方式を適用する場合には、魚類が遡上、降下

きるように魚道施設や取水口への魚類迷入防止装置などの付帯設備を設ける。

【解説】

河川直接浄化施設の取水方式を取水堰方式とした場合には、河川生態系の保護の立場か

ら魚類の遡上、降下に支障をきたさないよう配慮することが望ましい。河川直接浄化施設

において、付帯設備として魚道を設置する場合の留意点は以下の通りである。

① 対象魚種によって水理的、構造的な条件が異なるため、施設設計に当たってはこの

点を十分考慮する必要がある。

② 河川直接浄化の目的から、渇水時においても浄化水量と魚道流量ともある程度確保

する必要がある。

魚道の設計にあたっては、「魚道の設計」（廣瀬利雄、中村中六編、山海堂）、「砂防

流路工の計画と実際」（全日本建設技術協会）を参考とすると良い。

主な魚道の種類としては以下のものがあげられており、河川の特徴に応じて適切な魚道

を計画する。

① プールタイプ

階段式、潜孔式、バーチカルスロット式、など

② 水路タイプ

緩勾配バイパス水路、粗石付き斜路、導流壁式、デニール式、カルバート式 など

③ 閘門式タイプ

閘門式、エレベーター／リフト式 など

なお、野川、平瀬川浄化施設（建設省 京浜工事事務所）では、浄化対象水量の15％程

度を魚道流量として確保している。

生息する魚種や生物によっては、河川を遡上または降下するようなものが見あたらない、

もしくは河川に生物がいないような場合は、魚道の設置そのものを検討する必要がある。
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4. 水質用語集

ＤＯ（溶存酸素量： ）1) Disolved Oxygen

ＤＯは、水中に溶解している酸素量を表すものである。

酸素は、河川水の流下による再曝気と水生植物プランクトン等の光合成作用により

水中に供給され、生物による呼吸と水中有機物及び底泥中の有機物分解により消費さ

れる。

酸素は、生物が生息し繁殖するために必要なものであり、生物が生息している水質

環境を示す重要な指標となる。酸素量が低下すると、臭気の原因となる。また、富栄

養化した湖沼では日中、藻類の光合成作用が活発になるため、ＤＯ値は高くなる。

酸素の水中への溶解量は水温により異なるため、酸素飽和度（％）であらわすこと

もある。

河川は大気との交換が盛んであるため、常に飽和度 ％に近いが、藻類が多く付100

着している河川では、日中の表層では ％以上となることがある。100

ＳＳ（懸濁物質量； ）2) Suspended Solid

ＳＳは、一般に孔径 μ のフィルター上に残存する成分（ ～ ℃での乾燥重1 m 105 110

量）と定義されている。

天然水の懸濁物は河川においては主として粘土などの無機質が多く、湖沼海洋では

プランクトンやその分解残査がかなりの量を占めることがある。

ＳＳは濁度と違い、直接水中にある物質の重さを基準としている。

ＳＳと濁度は一般に同一とはならず、粒子が細くなるほど光の散乱が多くなるため、

相対的に濁度の方が高くなる。

ＣＯＤ，ＢＯＤ3)

ＣＯＤとＢＯＤは水中の汚濁物質のうち有機物の量を相対的に示す指標である。Ｃ

ＯＤ（ 化学的酸素消費量）は水中にある物質の中で化Chemical Oxygen Demand

Biochemical学的に直接酸化できるものの量の尺度を示すものであり、ＢＯＤ（

生物化学的酸素消費量）は微生物が生化学作用で酸化できるものOxygen Demand

の量の尺度を示すものである。

両項目とも水域の有機汚濁状況の指標として一般に用いられており、ＣＯＤは湖沼、

海域、ＢＯＤは河川の汚染度を表現するのに採用されている。

ＣＯＤ、ＢＯＤは水中の有機物を酸化分解するのに必要な酸素量で示される。
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窒 素4)

水中で窒素は種々の形態で存在しており、一般に測定されている窒素は、次のよう

なものである。

有機態窒素 ；主としてアミノ酸、ポリペプチド、タンパク質態物質として存

（Ｏｒｇ－Ｎ） 在するもの。

アンモニア態窒素；ＮＨ として存在するもの。４
＋

（ＮＨ －Ｎ）４

亜硝酸態窒素 ；ＮＯ として存在するもの２
－

（ＮＯ －Ｎ）２

硝酸態窒素 ；ＮＯ として存在するもの３
－

（ＮＯ －Ｎ）３

+全窒素 ；窒素化合物の総量（Ｏｒｇ－Ｎ＋ＮＨ －Ｎ＋ＮＯ －Ｎ４ ２

（Ｔ－Ｎ） ＮＯ －Ｎ）３

天然では窒素はバクテリアの作用によりその形態がさまざまに変化し、還元的環境

では亜硝酸イオンやアンモニウムイオンに富み、酸化的環境では硝酸イオンに富んで

ある。

窒素は水中植物の栄養として重要なものであるが、多量に存在すると植物プランク

トンの大量増殖、即ち、富栄養化につながる。流入河川水や貯水池水の窒素濃度は、

富栄養化の程度の判定や将来の水質を予測するために重要な項目となる。

亜硝酸態窒素（ＮＯ －Ｎ）はアンモニア態窒素（ＮＨ －Ｎ）から硝酸態窒素（Ｎ２ ４

Ｏ －Ｎ）に変わる一過程で生じるものであるが、亜硝酸から硝酸への反応は比較的３

早いため、自然界での存在濃度は低く、通常硝酸態窒素（ＮＯ －Ｎ）より１桁小さ３

い値である。

なお、一般にはアンモニア態窒素と亜硝酸窒素は多くの場合、下水し尿等による人

為的汚染の程度を表す指標となっているが、底層が還元状態となっているような貯水

池底層水では、汚染と関係なく存在する場合がある。

リ ン5)

リンは水中に種々の形態で存在しており、その分類と定義は研究者により異なるの

で米国環境保護庁（ＥＰＡ）の分類を示す。

総 リ ン ；試水中に含まれるすべてのリンで過硫酸カリウムで分析した

総リン

３－オルトリン酸態リン；直接比色法で分解した資料中の無機性〔ＰＯ 〕４

加水分解可能リン；硫酸分解法で分析したリンからオルトリン酸態リンをさしひ

いたものでポリリン酸塩およびいくらかの有機態リンを含む。

有機態リン ；過硫酸リンで分解した総リンから、オルトリン酸態リンおよび
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加水分解可能リンをひいたもの。

溶解性である総リン、溶解性オルトリン酸態リン、溶解性加水分解可能リン、溶解

性有機態リンはろ液についてそれおぞれ同様に定義を行ったものである。各態のリン

から上述の溶解性、リンをさしひいたものが不溶解性のリンとなる。

窒素は形態変化や脱窒素現象による空中飛散が生じるが、リンはこのような変化が

ない水質項目である。

リンは窒素同様、植物プランクトン等の栄養として重要なものであり、湖沼や貯水

池の富栄養化の制限物質として、きわめて重要な水質項目である。

大腸菌群数6)

大腸菌群数とは大腸菌および大腸菌ときわめてよく似た物質をもつ菌の総称であり、

水の中に大腸菌があることは、その水が糞便で汚染されたか、あるいは糞便と間接的

に関係のある汚物で汚染されたことを示す。

大腸菌群は、糞便性として主としてＥ．Ｃｏｌｉ（大腸菌）を対象としているが、

(Aerobacter, aerogenis)糞便性でない土壌細菌のエアロバクター、エアロジェニース

も大腸菌群として測定される。

クロロフィルａ7)

光合成色素としては、クロロフィルａをはじめ種々のものがあり、種類によりその

含まれ方が違う。このうちクロロフィルａは、藻類にはすべて含まれ、量も相対的に

多いために、植物プランクトンの総現在量をあらわすのによい指標となり、富栄養化

度をあらわす重要な指標となっている。



- 資-41 -

5. 流量データより流況データを検討する方法
（1）近傍の流量観測所の流量との相関により検討する方法

河川、排水路等の近傍で類似した流域背景、河川特性を有する流量資料がある

場合に適用できる。河川、排水路の流量実測データと同一日、時間の近傍流量観

測所の流量データより相関関係式を作成し、流量データより河川、排水路の流量

データの換算を行い、流況表の作成を行うものである。

（2）低水流出解析法による方法

河川砂防技術基準（案）に定められている低水流出解析法により流量を推定す

る方法である。３～４段のタンクモデルを用い、実測流量と雨量資料、蒸発量を

入力条件として、各タンクの定数解析を行う。構築したタンクモデルを利用して、

過去10ヶ年の降雨量、蒸発量データをもとに日単位で流量データを計算し、流況

表の作成を行う。
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6. 調査・実験の方法

6.1 調査

6.1.1 調査内容
対象河川水質の性状、成分等を把握するために、以下の要領で対象河川水を採水し

分析を行う。

(1) 調査回数

雨季、乾季など特徴ある時季にそれぞれ数回行う。

(2) 調査方法

①採水方法

河川の流心部の表層水を採取することを原則とする。

採水時には流量を観測することを原則とする。

②採水頻度

午前、午後の２回の採水が望ましい。大きな変動が予想される時には、24時

間連続調査を実施することが必要で、河川水の変動を考慮して２～３時間間隔

で採水を行う。

(3) 分析項目

①基本項目：水温、ｐＨ、ＤＯ、透視度、ＳＳ、ＴＳ、ＶＳ、ＶＳＳ、ＢＯＤ、

Ｄ－ＢＯＤ、ＣＯＤ 、ＣＯＤ 、ＮＨ －ＮＣｒ Ｍｎ ４

②対象河川における浄化対象項目についても調査を行うことが必要である。

【解説】

(1) 調査回数及び頻度について

①浄化対象河川の流量、水質の変動特性を考慮する

浄化対象河川の流量、水質は雨季・乾季等で大きく変動する場合があるので、流

量、水質の変動特性を整理しておくことが必要である。

降雨時には降雨初期に高濃度汚濁が流出する現象がみられる。初期汚濁水の取扱

いを予め、定めておく必要がある。
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②調査回数、頻度について

河川水質は流量等に応じて変動することがあるから、その性状、成分を把握する

ための調査が必要である。水質の時間的変動を考慮して、平均的な水質の把握がで

きるように最低、午前、午後の２回の調査を行うのが望ましい。

これらの調査結果より、河川水質の性状、成分の変動特性を明らかにし、浄化方

式選定の基礎資料とするとともに、設計上の計画水質の設定を行うものとする。

(2) 分析項目について

1)基本項目

河川水質の性状、成分の特性を把握し、適用する浄化方式の絞り込みを行うための

必要項目である。基本項目によって、浄化施設の計画水質値を設定するものとする。

①水温

生物処理による方式では水温により浄化効率が大きく異なることから年間の変動

幅を確認しておくことが必要となる。

熱帯域の途上国では温度差は小さいが最大・最少は把握する。

②ｐＨ

通常の河川水のｐＨは通常７前後である。酸性、アルカリ性の工場排水の混入や

地質条件によって、ｐＨが５以下（酸性側）や９以上（アルカリ性側）となる河川

がある。ｐＨが異常な河川においては生物処理は適用できず、また中和処理が必要

となるので確認することが必要となる。

③ＤＯ（溶存酸素）およびＤＯ消費速度、量

ＤＯは水中の溶存酸素量のことであり、清浄な水の場合20℃で8.8㎎/ が飽和濃ç

度である。有機性汚濁物を多量に含む河川水では水中の微生物により有機物酸化の

ためにＤＯが消費され、ＤＯは低濃度となる。逆に富栄養化した湖沼・ダムでは、

光合成作用によりＤＯが補給され、飽和濃度以上となることがある。

河川水のＤＯ濃度とその消費速度により、エアレーション等の酸素を供給するシ

ステムの必要性が検討される。従って、対象河川水中のＤＯ濃度とＤＯ消費速度、

量の測定が必要である。

④透視度

透視度計（高さ520mm×直径33～35mmの下口付きの目盛付ガラス円筒）に検水を

いれて上方から水層を透視したとき、底部の標識盤の二重十字（黒線の幅0.5mm、

線の間隔1.0mm）が明らかに認められるときの水層の高さをいう。濁度の簡易測定

法として、比較的高い濁度の迅速測定に適するが、測定者の視力、測定環境、検水

の着色が測定値に影響する。
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⑤ＳＳ（浮遊物質濃度）、ＶＳＳ（有機性浮遊物質濃度）

ＳＳは水中に浮遊している２mm以下の物質の濃度であり、ＶＳＳはその浮遊物質

中の有機性物質の濃度または割合である。

ＶＳＳの高い河川水（例えばＶＳＳ比60％以上）は有機物が多いため、生物処理

を含む浄化方式を選択することが必要であり、ＶＳＳが低い河川水（例えばＶＳＳ

比20％以下）では沈殿処理や凝集処理の浄化方式が選択できる。

また、浄化を行うことは最終的には固液分離を行うことであるため、施設内に堆

積する汚泥量は除去されたＳＳ量、ＶＳＳ量で算定されるものであり、設計上にお

いても必要な値となる。

⑥ＢＯＤ、Ｄ－ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量）

ＢＯＤは水中の有機物量を表す指標であり、20℃で５日の間に微生物が有機物酸

化のために消費される酸素量で表される。Ｄ－ＢＯＤは１μmのろ紙でろ過した水

について、ＢＯＤを測定したものであり、水中に溶けているＢＯＤである。ＢＯＤ

とＤ－ＢＯＤの差（以下、ＳＳ性ＢＯＤ）が、浮遊物に起因するＢＯＤである。

河川水の有機性汚濁の程度はＢＯＤで評価されるため、浄化対象はＢＯＤである

ことが多い。

ＢＯＤ値の高い河川水（ＢＯＤ20～30㎎/ 以上）は有機性物質が高いため、一ç

般的にはエアレーションを付加した生物処理が必要となる。しかしながら、ＢＯＤ

のうちＳＳ性ＢＯＤの大きいものは浮遊物に起因するＢＯＤが多いので、浮遊物の

除去で十分ＢＯＤの浄化が行われることがあるため、沈殿による浄化方式が有効な

場合もある。逆にＢＯＤ値は高くない河川水（ＢＯＤ10～20㎎/ 以下）であってç

もＤ－ＢＯＤが大半を占める場合は、生物処理による浄化方式の選択が必要である。

したがって、ＢＯＤについてはＳＳ性ＢＯＤ、Ｄ－ＢＯＤ別の性状と水質レベル

を十分把握することは浄化方式選定において重要な情報となる。

⑦ＣＯＤ 、ＣＯＤ （化学的酸素要求量）Ｍｎ Ｃｒ

ＣＯＤ 、ＣＯＤ も水中の有機物量を表す指標であり、ＣＯＤ は過マンガンＭｎ Ｃｒ Ｍｎ

酸カリウム（ＫＭnＯ ）、ＣＯＤ は重クロム酸カリウム（Ｋ Ｃr Ｏ ）の酸化剤４ Ｃｒ ２ ２ ７

によって有機物が酸化するのに消費される酸素量で表される。

ＣＯＤ 、ＣＯＤ は有機物の生物処理による分解性を示す指標とするために測Ｍｎ Ｃｒ

Ｍｎ Ｃｒ定するものである。 日本ではＣＯＤ を用いることが多いが、海外ではＣＯＤ

を用いることが多い。ＣＯＤ の方が酸化力が強いため、一般的には高い値を示す。Ｃｒ

ａ．ＢＯＤ／ＣＯＤ による有機物の分解性の指標Ｍｎ

井上、玉木によればＢＯＤ／ＣＯＤ により、有機物の生物処理による分解性Ｍｎ

を以下のように分類している。

ＢＯＤ／ＣＯＤ ＝0.5以上 易分解性有機物Ｍｎ
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ＢＯＤ／ＣＯＤ ＝0.1以下 難分解性有機物Ｍｎ

ｂ．ＢＯＤ／ＣＯＤ による生物処理の適合性Ｃｒ

Symonらは、下水の沈殿処理後の上澄水を植種したＢＯＤとＣＯＤ とを比較Ｃｒ

して以下のように分類している。

ＢＯＤ／ＣＯＤ ＞0.6･･･生物処理に適している。Ｃｒ

ＢＯＤ／ＣＯＤ 0.2･･･生物学的に分解されにくい物質が存在する。Ｃｒ∫

生物処理を行うためには微生物の馴養が必要となる。

ＢＯＤ／ＣＯＤ ≒０････有機物質は生物学的な処理が困難である。Ｃｒ

⑧ＮＨ －Ｎ（アンモニア態窒素）４

し尿浄化槽の放流水に多く含まれている。エアレーションを付加した浄化手法を

適用する場合、生物による有機物除去とともに硝化菌によりアンモニア態窒素の酸

化（硝化）が起こるが、アンモニア態窒素と硝化菌が処理水に残存すると、ＢＯＤ

測定の際に硝化作用による酸素消費がおこり、異常に高いＢＯＤ値となることがあ

る。硝化作用による高ＢＯＤ値の発現を抑制するためには、アンモニア態窒素を完

全に硝化するか、硝化菌を完全に除去するか（ＳＳを非常に低濃度とする）、もし

くはエアレーションを行わないかのいずれかである。したがって、浄化手法の選択

や設計諸元の設定には、アンモニア態窒素の濃度レベルを確認することが必要とな

る。

2)浄化対象項目

基本項目以外で浄化対象項目がある場合には、それらの項目についても調査を行う

ことが必要となる。
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6.1.2 簡易実験の実施
河川水質の性状、成分の特性並びに簡易実験により基本的浄化手法の選定を行うも

のとする。

簡易実験としては、以下のものがあげられる。

（1）沈降実験－（沈殿可能性物質量の把握）

（2）ＤＯ消費速度および量の把握実験

沈降実験とＤＯ消費速度を把握することにより、対象河川中の懸濁（浮遊）成分の

沈殿効率や懸濁成分と溶解成分のＢＯＤ割合を把握することが可能である。

【解説】

河川水質の性状、成分の特性検討結果より、浄化の基本方式がある程度選定されるが、

それらの浄化手法の有効性、概略的な水質浄化効果を検証するために、簡易実験を行う。

(1) 沈降実験

1)対象河川水

・浮遊物質（ＳＳ）が多い河川水

・ＢＯＤのうち、ＳＳ性ＢＯＤの割合の高い河川水

2)実験方法

①実験装置 採水口

直径40～50cm、高さ1.5～2.0m程度の沈降筒。

深さ方向に３～５ヶ所採水口を設ける。

②実験方法

＊対象河川水を沈降筒に入れ、一定時間

静置後各採水口より採水を行う。

*採水時間：０分（原水）、15分、30分、45分

60分、90分、120分、180分 図-26 沈降筒

③分析項目

ＳＳ、ＶＳＳ、ＢＯＤ、Ｄ－ＢＯＤについて分析を行う。

3)検討方法

ＳＳ、ＶＳＳ、ＢＯＤ、ＳＳ性ＢＯＤ（≒(ＢＯＤ)－(Ｄ－ＢＯＤ)）について、横

軸に採水時間、縦軸に水質または除去率をとり、時間とともに各水質項目の変化の状

況、すなわち自然沈降による浄化効果を検討する。

試験結果より、ＳＳ、ＳＳ性ＢＯＤが約50％以上除去される場合には、自然沈殿や
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接触沈殿による浄化手法が有効と判断されるので、これらの手法の中から選定すると

よい。

図-27 沈降時間と水質及び除去率の関係

(2) ＤＯ消費速度および量の把握実験

本実験は浄化対象河川水中のＤＯの消費速度及び量を把握し、エアレーションを付加

する浄化手法の必要性とその必要空気量について検討するものである。還元性物質を多

く含む河川水中や易分解性有機物を含む河川水中においては、ＤＯ消費速度が大きいの

で、本実験を行うことが必要である。

水
質
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m
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l)

ＳＳ

ＢＯＤ
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沈降時間（分）

0 15 30 45 60 90 120 180
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1)実験方法

対象河川水を５～６本程度のフランビンに採取する。１本については直ちに所定の

固定を行い分析を行う。残りのフランビンを20℃の恒温槽中に保管し、一定の時間間

隔（例えば1時間後、6時間後、12時間後、1日後、2日後等）後に所定の固定を行った

後、分析を行いＤＯ濃度を求める。

2)検討方法

横軸に採取後の経過時間、縦軸に

ＤＯ濃度をプロットし、その傾きから

ＤＯ消費速度を算出する。

ＤＯ消費速度が大きい河川水（例え

ば図-28において河川水Ａ、Ｂ）の場

合はエアレーションを行う浄化手法が

必要であり、ＤＯ消費速度が小さい河

川水（図-28河川水Ｃ）ではその組成、

成分にもよるがエアレーションを行わ

ない浄化手法が適用できる。

図-28 ＤＯ消費速度

6.1.3 既往データの収集整理
地元の行政、大学等で測定されている水質測定結果を収集整理するものとする。

【解説】

各国における公共用水域に関する調査結果や、大学研究機関等で調査が実施されていれ

ばそれらを利用する。
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6.2 実験及び浄化計画の立案
日本と異なる水質や気象条件下においての浄化手法の選定と浄化諸元について検討

を行うために、以下の実験検討を行う事が望ましい。

(1) 現地実験

(2) 実験結果の検討

【解説】

日本と異なる水温や汚濁条件のもとで得られる浄化効果の確認と設計条件を把握するた

めに実験を実施することが望ましい。

水温が高いと水中に酸素の溶解できる量が低下し、さらに生物の活性も高いことが考え

られる。そのため日本で得られている最適な設計諸元や浄化効果とは異なることが考えら

れる。浄化手法の選定とその手法について設計条件を把握するために実験を行う。

なお、パイロット施設として、一部、実施設を設置し、その運転を行いながら最適な設

計諸元、運転条件などを求める方法もある。
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6.2.1 実験
(1) 実験計画の策定

現場での簡易実験では把握できない河川水に関する詳細な諸元、また、対象河川水

質の性状、成分に適合した浄化手法の選定及び設計条件を把握するために、必要に応

じ数種の浄化手法について現地河川水によるパイロットプラントを用いた実験調査を

行う。

(1) 実験施設規模

実験の対象水量を１～2 /sec程度で、実験施設の規模を設定する。ç

(2) 実験条件等

生物処理を基本とする方法は、ろ材等に生物膜が付着するまで２週間～１ヶ月必

要となる。その後最適施設諸元を得るために滞留時間等について、４条件程度変え

て実験を行うとともに、条件毎に数検体のサンプリングを行う。

(3) 調査内容

①水質浄化効果調査

一定水量を実験施設に流入させ、流入水、実験施設内数箇所、流出水の採水

分析により水質浄化効果の評価を行う。

②汚泥堆積量及び処理処分調査

定期的に汚泥堆積量の調査を行うとともに、汚泥の排出方法と排出量につい

て調査を行う。

③維持管理調査

実験により、施設の維持管理事項と費用の調査を行う。

【解説】

数種の浄化手法について、現地河川水を対象に実験を行い､以下の事項について検討す

る｡

●設計条件の決定

・効果的かつ経済的な設計条件（滞留時間、容積負荷、通水速度等）

・汚泥堆積容量

・浄化に適正な施設形状

・充填材の種類、充填率

・曝気空気量

●適切な浄化手法の決定

実験により、以下の点について比較検討し、対象河川水の性状、成分に適合した適

切な浄化手法の決定を行う。

・浄化手法の水質浄化能力

・浄化機能の安定性と持続性
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・施設規模のコンパクト性

・浄化処理コストの安価性

・維持管理の容易性

(1) 実験計画について

①実験施設規模について

実験施設の規模は浄化手法によっても異なる。通常、接触酸化方式の諸元を検討す

る実験では１～2 /secで行うことが多い。ç

礫間接触酸化法の場合には、流下距離としては20m程度を必要とすること。

さらに、流下断面のバランスなどから小さくとも1m幅×1m深×20m長程度の施設規模

が望ましいとされてきた。これを１～1.5hr滞留とすることで実験対象水量を決定して

いる。

②浄化の基本条件

実験施設稼働直後の約２週間～１ヶ月は、施設の稼働状況の確認及び調査が必要と

なり、生物処理手法においては微生物の馴養期間となる。

対象河川水、実験施設内数箇所、浄化水の水質レベル、性状、成分の調査を行いな

がら、適切な浄化条件を決定するものとする。このために、以下に示すような浄化の

ための諸条件を変化させながら、実験を行うものとする。

・浄化条件の変更

滞留時間、接触時間、容積負荷、ろ過速度並びに曝気空気量等の条件を変化させ

て実験を行う。このため、実験施設の増設やフローの変更、通水量の変更等を行い

ながら、適正な条件を調査するものとする。実験施設の途中の段階の調査により、

適正条件を検討してもよい。

・充填材の種類、充填率の変更

施設内に充填する接触材、微生物担体等の種類やその充填率を変化させ、適正な

条件を調査するものとする。

なお、実験終了後施設内に堆積した汚泥量の調査を行い、その分布状況、堆積量、

有機性汚泥の分解率について検討する。

③設計諸元

河川水質は流況の変化及び季節により水質レベル、性状、成分が変化する。一方、

微生物による浄化手法では、水温によって微生物の活性が異なるので、浄化効果も変

動する。また、浄化に伴ない施設内に汚泥が逐次堆積するので、その分布状況や堆積

量さらに、汚泥処理の頻度によっても浄化効果が左右される。

従って、水温による浄化効果の変動を把握できるように実験を行う。及び汚泥堆積

及び汚泥処理の適正管理による浄化効果を判断できるように実験を行う。
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(2) 実験施設

現地での実験を行う際には以下の事項を考慮するものとする。

①実験施設設置場所

②実験施設フロー

③実験施設規模

【解説】

①実験施設設置場所

実験施設の場所は、以下の事項に留意して選定するものとする。

ａ．実験には取水施設、分配施設、実験槽、放流施設が必要となるため、これ

らの施設の設置スペースが確保できること。

ｂ．対象河川水の取水が可能であること。

ｃ．治水上問題とならない場所であること。

ｄ．電気設備が必要となるため、受電が可能であること。

②実験施設フロー

実験施設は、取水施設、分配施設、実験槽、放流施設で構成される。

基本的な実験施設のフローは、図-29に示す通りである。

実験槽Ａ

放流取水施設 分配施設河川 実験槽Ｂ 放流施設(ポンプ等) (分配槽)

実験槽Ｃ

図-29 実験施設の基本フロー

③実験施設規模

実験対象水量を１ /sec程度とし、他の実施設や実験例、又は簡易実験の結果を考ç

慮して実験施設の設計を行う。実験施設設計にあたっては、対象河川水の性状、成分

を十分把握して、実施設、実施例から推定される規模に対して余裕を見込んで設計を

行うものとする。

④実験場の留意

運転中のブロワーやポンプの音や振動、ゴミや泥等からの臭気の問題など実験場所、
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近傍の状況によっては配慮が必要である。また、周囲には仮囲いを設けることも必要

である。

(3) 実験実施

実験調査期間において、以下の調査を行う。

①水質浄化効果調査

②汚泥堆積量、性状調査及び処理処分調査

③維持管理調査

【解説】

各調査の調査内容をまとめると、以下の通りである。

①水質浄化効果調査

一定水量を実験施設に流入させ、流入水、実験施設内数箇所及び浄化水の採水分

析を継続して行い、以下の事項について検討する。

・浄化手法の水質浄化能力

・浄化機能の安定性と持続性

・適正な設計諸元（滞留時間、容積負荷、ろ過速度）

浄化施設の規模、形状の決定→

調査内容を以下に示す。

ａ．調査箇所

流入水、実験施設内数箇所、浄化水を対象箇所とする。

実験施設内数箇所は、曝気の有無や接触材の変わる所で設定するものとし、各プ

ロセスの浄化機能の評価、必要性を確認するものである。また、中間段階における

滞留時間や容積負荷での浄化効果を確認するために途中地点での調査を行うものと

する。

ｂ．採水方法

河川水質は時間変動がある場合には、各調査箇所において２時間間隔の採水を行

い、混合試料（コンポジット試料）を調整して分析に供する事が望ましい。さらに

時間変動の大きい河川については、採水サンプル毎についての分析を行い、流入水

の時間変動に対する浄化水の変動範囲を把握することが望ましい。

なお、混合試料の採取が難しい場合には、滞留時間を考慮し、流入部採水時間と

流出部採水時間をずらして、スポット採水を行うものとする。



- 資-54 -

ｃ．調査頻度

原則的に１条件数回の調査を行うものとする。

ｄ．分析項目

分析項目は実験の目的によって検討することが必要であるが、原則的には以下の

分析項目について実施するものとする。

１条件６データ程度：水温、透視度、ｐＨ、ＤＯ、ＳＳ、ＶＳＳ

ＢＯＤ、Ｄ－ＢＯＤ、ＮＨ －Ｎ４

Ｍｎ Ｃｒ Ｍｎ Ｃｒ１ 条件３データ：ＣＯＤ 、ＣＯＤ 、Ｄ－ＣＯＤ 、Ｄ－ＣＯＤ

Ｔ－Ｎ、ＮＯ －Ｎ、Ｔ－Ｐ、ＰＯ －Ｐ３ ４

大腸菌群数

その他

１条件１データ ：健康項目等

その他

②汚泥堆積量、性状調査及び処理処分調査

定期的に汚泥堆積量及び性状調査を行うとともに、汚泥の排出方法と排出量及びそ

の頻度について調査を行う。

・汚泥の堆積分布状況と堆積量

施設における汚泥堆積容積の設計 設計諸元（施設規模、形状）に反映→ ⇒

・汚泥の堆積量、管理頻度と水質浄化効果の関係の確認

・汚泥の適正管理方法と頻度

浄化処理コストの安価性、維持管理の容易性に関連する。→

調査内容を以下に示す。
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Ａ．ＳＳ、ＶＳＳ収支調査

流入水、実験施設内数箇所、浄化水等のＳＳ、ＶＳＳを定期的に調査し、実験施

設内で除去されたＳＳ量、ＶＳＳ量を算出し、実際の堆積汚泥量との比較により、

有機性汚泥（ＶＳＳ）の分解率について検討を行う。

この調査は、コンポジットサンプラーや自動採水器により連続的に採水を行い、

ＳＳ、ＶＳＳの分析を行う。採水間隔はＶＳＳの分解が起こることから短期間が望

ましく、２～３日間隔で調査を行うことを基本とする。

除去されたＳＳ量、ＶＳＳ量は、以下の式により算出する。

６除去ＳＳ量（kg）＝ΣＱ×86400×Ａ×（ＳＳ －ＳＳ ）÷10ＩＮ ｏｕｔ

６除去ＶＳＳ量（kg）＝ΣＱ×86400×Ａ×（ＶＳＳ －ＶＳＳ ）÷10ＩＮ ｏｕｔ

Ｑ ：浄化水量（１ /sec）ç

Ａ ：調査間隔（日）

ＳＳ ：流入水ＳＳ（㎎/ ）（又は実験施設内調査箇所のＳＳ(㎎/ )）ＩＮ ç ç

ＳＳ ：実験施設内調査箇所のＳＳ（㎎/ ）（又は浄化水ＳＳ(㎎/ )）ｏｕｔ ç ç

ＶＳＳ ：流入水のＶＳＳ(㎎/ )（又は実験施設内調査箇所のＶＳＳ(㎎/ )）ＩＮ ç ç

ＶＳＳ ：実験施設内調査箇所、のＶＳＳ(㎎/ )（又は浄化水ＶＳＳ(㎎/ )）ｏｕｔ ç ç

Ｂ．汚泥堆積量及び性状調査

定期的並びに実験終了時には､施設内に堆積した汚泥量と性状について調査を行

う。

ａ．充填材付着または堆積汚泥量の測定

充填材に付着または堆積している汚泥については、流水方向及び深さ方向に少

なくても各々３～５地点を選定し、各地点の所定容積の充填材を取り出し洗浄し

た後、洗浄水の容量とＳＳ、ＶＳＳを測定し、汚泥量を算出する。

また、付着、堆積している汚泥を直接採取し、その含水率とＶＳＳを測定し、

その性状を把握する。

ｂ．施設内堆積汚泥量の測定

施設内の流れ方向に５地点以上の調査箇所を設け、その堆積汚泥の高さの計測

を行うとともに、その堆積汚泥を直接採取し、ＳＳ、ＶＳＳ､含水率の測定を行

う。

調査箇所を代表点とする堆積汚泥の容積とＳＳ、ＶＳＳ測定結果より、汚泥堆

積量を算出する。

上記の検討結果より、施設内における汚泥の分布状況とその堆積量を目安に、施

設における汚泥貯留施設の容積、形状を決定することになる。なお、Ａで検討した

除去有機性汚泥量(ＶＳＳ量)と施設内に実際に堆積している有機性汚泥量(ＶＳＳ

量)及び排出された有機性汚泥量(ＶＳＳ量)の合計の比等から、有機性汚泥の分解

率、分解係数を検討し、汚泥堆積量を推定するモデル式の策定をすることが設計上

望ましい。
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Ｃ．汚泥の排出方法と頻度

汚泥の排出頻度は、適用する浄化手法によって大きく異なる。排出頻度を便宜的

に多いものと少ないものに分けると、以下のようになる。

・汚泥の排出頻度の多い浄化手法

ろ過による浄化手法は、１日に数回から数日に１回の割合で汚泥を水処理系か

ら排出する。これらの浄化手法では、浄化水による逆洗やエアー逆洗により汚泥

をろ過材や接触材から除去し、別途設けた汚泥貯留槽に貯留しており、汚泥貯留

槽の上澄水を水処理系で再処理している。汚泥貯留槽の汚泥は濃縮しながら堆積

し、その堆積量が多くなった時点で処分することになる。

・汚泥の排出頻度の少ない浄化手法

プラスチック接触酸化法や礫間接触酸化法は、施設の内部に汚泥貯留施設や堆

積する容量を設計上見込んでいる。所定量の汚泥が堆積した段階でプラスチック

接触酸化法等では、水中ポンプやバキューム車により汚泥の排出を行っている。

礫間接触酸化法等では曝気排泥法により、汚泥の排出を行っている。

これらの浄化手法の汚泥の排出頻度は、設計上の汚泥貯留容積の見込み方によ

って決まってくるが、多くは月に１～２回から、年に２～３回程度である。汚泥

貯留容積を大きくとれば、施設規模が大きくなりイニシャルコストが高くなるが、

汚泥の排出頻度が少なくなるため、維持管理費は安価となる。逆に、汚泥貯留容

積を小さくとれば、施設規模が小さくなり、イニシャルコストは安価となるが、

汚泥の排出頻度が多くなるため、維持管理費が高くなることになる。

汚泥の排出方法によってその排出汚泥量、管理頻度の調査方法が異なるので、

汚泥の排出方法別に調査方法を以下にまとめる。

ａ．逆洗による汚泥排出

逆洗による汚泥排出は浄化水を利用した水流逆洗と空気によるエアー逆洗が

あり、同時に行う場合もある。

逆洗操作の作動は、タイマーセットによる方法と、水頭差を感知して行う方

法がある。逆洗操作はいずれも水中ポンプやブロワー等の動力が必要となるた

め、維持管理費に大きく影響する。このため、逆洗の作動時間と頻度について

は、実験日報に記録しておくことが必要である。

また、逆洗の処理効率は逆洗水量、逆洗エアー量とその時間によっても左右

されるので、逆洗条件についても実験日報に記録しておくことが必要となる。
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排出汚泥量は、汚泥貯留槽に貯留している汚泥容量とそのＳＳ、ＶＳＳ、含

水率を測定することによって算出するものとする。汚泥処分を実施する前には、

確実に汚泥量調査を行うことが必要であり、実験期間中の汚泥処分回数と処分

毎の排出汚泥量を確実に把握することが必要である。

ｂ．水中ポンプによる汚泥排出

水中ポンプによる場合は、１m 前後の容器に排出水をため、その排出水量を３

測定後、容器内を均等に混合して試料の採取を行い、ＳＳ、ＶＳＳを測定する。

１回以上の操作が必要な場合は、同じ操作を繰り返し、排出された汚泥量の全

量を把握する。

ｃ．バキューム車による汚泥排出

バキューム車による場合は、バキューム車に汚泥を吸引後、その水量を測定

し、十分混合した後試料を採取し、その試料のＳＳ、ＶＳＳを測定する。

ｄ．曝気排泥による汚泥排出

礫間接触酸化施設の曝気排泥は、底部に布設した散気管よりエアレーション

を行い、礫の間に堆積した汚泥を剥離浮遊させ、流入水による水の流れにより

汚泥を施設内から排出する方法である。流入水量を多くすると排泥効率が高く

なることが確認されている。

この方法では、排泥水が連続的に流出することから、流出槽において２～５

分間隔で採水を行い、各試料についてＳＳ、ＶＳＳを測定する。排泥水のＳＳ

が変化がなくなるまで調査を行い、流入水量とＳＳ、ＶＳＳの測定結果から排

出汚泥量を算定する。

③維持管理調査

実験により、浄化施設の維持管理内容とその頻度及び維持管理のための費用につ

いて調査を行う。

ａ．浄化施設の維持管理内容と頻度

浄化施設を正常に稼働するための維持管理内容とその必要頻度について実験に

より検討する。

・稼働状況確認のための管理内容と頻度

・水質管理箇所とその項目及び頻度

・汚泥管理の項目と頻度

・汚泥処理、処分の方法と頻度

・機械、電気設備の点検内容と点検頻度

・機械、電気設備のオーバーホール頻度
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ｂ．維持管理の費用

維持管理の費用は、水質浄化費用と汚泥処理費用に区分して調査する。

○水質浄化費用

・稼働状況、水質管理、汚泥管理のための人件費

・水質浄化のための電気代（水中ポンプ、ブロワー等）

・機械設備の補修費、オーバーホール費

・（薬品を使う浄化手法では薬品代）

○汚泥処理費用

・汚泥処理のための人件費

・汚泥処理のための電気代

・汚泥処理のための薬品代

・汚泥処理の仮設機械設備代

・汚泥処分費



- 資-59 -

6.2.2 実験結果の整理
実験結果から、浄化のための諸元整理を行う。

【解説】

(1) 施設内での水質変化と水質浄化機能の把握

流入水、浄化機構変化箇所（又は施設の途中箇所）及び流出水の調査より、横軸に調

査箇所、縦軸に水質（又は除去率）をプロットし、施設内における水質の挙動及び浄化

機能の検討を行う。

1)礫間接触酸化の実験例

礫間接触酸化法の実験例として、多摩川浄化実験における流下方向の調査箇所と水

質の関係を図-30に示す。ＢＯＤ、Ｄ－ＢＯＤの変化より概ね20m地点で浄化が完了し

ており、以後は大きな水質変化がない。したがって、流下距離は20mをとれば十分で

あり､20mに相当する滞留時間が適正な条件となることが把握できる。
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図-30 礫間接触酸化実験施設における流下方向の水質変化
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＜参考－１＞ 多摩川浄化実験の実験施設諸元と実験条件

①礫間接触酸化実験施設の諸元

・流入槽 幅 3.0ｍ×長さ 1.0ｍ×深さ 1.7ｍ（有効水深 1.4ｍ）

・礫間接触酸化槽 幅 3.0ｍ×長さ 50.0ｍ×深さ 1.7ｍ（有効水深 1.4ｍ）

・流出槽 幅 3.0ｍ×長さ 1.0ｍ×深さ 1.7ｍ（有効水深 1.4ｍ）

②充填礫の組成

実験施設の充填材は多摩川河川敷にある礫で直径5から120mmの大きさのものをふる

い分けしたものである。充填した礫の粒径組成を表-19に示す。なお、実験開始当初

の空隙率は35.4％であった。

表-19 礫の粒径組成

項 目 値 項 目 値

最 大 粒 径 120mm １０％粒径 28mm

６０％粒径 55mm 均 等 係 数 1.96

３０％粒径 38mm 曲 率 係 数 0.94

③流入水量と滞留時間

流入水量は53～350 /minの範囲であり、空隙率の変化を考慮した滞留時間は4～24ç

時間であった。

表-20 流入水量と滞留時間

期 間 空隙率 通水量 滞留時間 期 間 空隙率 通水量 滞留時間
（％） ( /min) (hr) （％） ( /min) (hr)ç ç

s49. 3. 7～ 8.15 35.4(49.1) 105 12 s52. 8.31～ 9. 4 204 4.7

s49. 8.15～s50. 1.21 210 6 10.13 105 9.1

s50. 1.22～ 2. 3 53 24 11.28、11.29 54 17.8

2. 2 ～2.12 210 6 s53. 2. 1 66 14.5

2.13～ 8. 5 53 24 2.21 66 14.5

8. 6～11.10 53 29 3. 9～3.16 116 8.3

s50.11.11～S51. 7.28 350 3 7.26、7.27 27.8(53.8) 158 6.2

s51. 8.24 53 24 10.25 129 7.5

9.30 145 8.7 12.19、12.20 137 7.1

10.29 164 7.8 s54. 2.16、 2.17 101 9.6

11.30 168 7.5 2.19、 2.20 110 8.8

12.23 315 4 2.27 110 8.8

s52. 2. 1 315 4 3. 1、 3. 2 22.2(54.3) 99 7.8

3. 3～ 3.25 27.4(52.3) 315 4

7.21 250 3.8



- 資-62 -

④実験対象水

実験施設の実験対象水は東京都北多摩１号処理場の２次処理水及び最初沈殿池沈殿

後水を用いた。実験対象水の水質を下表に示す。

表-21 実験対象水と水質

２次処理水 ハニカム ﾊﾆｶﾑ処理水 ﾊﾆｶﾑ処理水 ２次処理水
処理水 ＋２次処理水 ＋沈殿下水 ＋沈殿下水

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

2.6 13.0 14.5 22.7 21.4
ＢＯＤ（㎎/ ）ç

(0～ 10) (3.9～28.8) (7.1～ 21.5) (15.2～33.3) (10.5～47.1)
3.5 4.9 7.1 7.29

－Ｄ-ＢＯＤ（㎎/ ）ç
(2.0～4.1) (3.0～5.8) (5.2～9.7) (5.8～9.5)

6.5 10.4 15.7 18.5 22.9
ＣＯＤ（㎎/ ）ç

(3～ 12) (3.9～22.5) (14.1～18.1) (15.5～20.8) (18.0～25.4)
3.0 5.3 14.5 15.8

－ＳＳ（㎎/ ）ç
(0～10.0) (2.2～9.2) (8.8～19.6) (7.8～ 39.1)
0.59 6.0 13.6 12.7 19.3

ＮＨ －Ｎ（㎎/ ）４ ç
(0～ 5.0) (0.62～2.0) (6.4～ 20.0) (5.3～17.8) (14.4～23.5)
10.7 5.6 6.9 5.6 1.39

ＮＯ －Ｎ（㎎/ ）３ ç
(3.5～ 16.0) (1.1～8.0) (2.5～ 10.7) (4.8～6.9) (0.028 3.52)～

23.8 22.5 24.1
－ －Ｔ－Ｎ（㎎/ ）ç

(11.3～31.2) (17.3～28.1) (20.9～29.8)
3.53 2.1 3.10 2.30 3.47

ＰＯ －Ｐ（㎎/ ）４ ç
(2～6) (1.5～2.6) (1.84～4.4) (1.2～3.50) (2.3～ 6.15)

２ ３ ３49.8×10 21.3×10 9.7×10
－ －大腸菌（個/ ）ã ２ ３ ３(4.4～281) 10 (3.0 56.0) 10 (4.7 19.7) 10× ～ × ～ ×

昭和49年1月 昭和52年 8月 昭和53年2～3月 昭和53年 3月 昭和54年4月
実 験 期 間 ～昭和52年 3月 昭和53年7月 昭和54年10月

昭和52年8～ 9月 ～昭和53年2月 53年11～ 12月 昭和53年1～2月昭和

2)曝気付礫間接触酸化の実験例

曝気付礫間接触酸化法の実験例として、猪名川浄化実験における実験結果を図-31

に示す。横軸は流下方向で調査した箇所における実滞留時間をとり、縦軸は水質を示

したものである。ＢＯＤ、ＳＳは曝気部では水質は改善されないが、非曝気部におい

て水質が低くなっていることから、ＢＯＤ、ＳＳは主に非曝気部で浄化が行われてい

ることがわかる。ＢＯＤについてみると、概ね滞留時間 4.3時間（非曝気部だけでは

2.2時間）でほぼ浄化が完了しているとみることができる。また、ＮＨ －Ｎについて４

みると、曝気部で減少がみられるが、非曝気部では減少がみられない。したがって、

ＮＨ －Ｎの除去は曝気部で行われるものであるため、さらにＮＨ －Ｎ除去を促進す４ ４

るためには、曝気部での滞留時間を増加することが必要となる。

以上に述べたように、槽内での水質変化を把握することによって、施設内での浄化機

能の確認や必要となる流下距離、滞留時間を明らかにすることができる。浄化機能の確

認により、浄化のための距離や滞留時間等の増減について検討することができ、適正な

条件を把握することができる。
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図-31 曝気付礫間接触酸化実験施設における流下方向の水質変化
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(2) 水質浄化効率と堆積汚泥量の関係

比較的粒径の大きい浮遊物は自然沈降によって除去され、汚泥として浄化施設内に堆

積する。粒径の小さい浮遊性並び溶解性の有機物は微生物による酸化、分解により無機

化されるが、一方、浄化に伴い微生物が増殖するため、この微生物が汚泥として浄化施

設内に堆積する。したがって、汚濁した水を浄化すればするほど、浄化施設内に汚泥が

堆積することになる。

汚泥が施設内に堆積すると、以下の現象が生じる。

①礫間接触酸化法やプラスチック接触酸化法では汚泥堆積によって、汚濁水の浄化に寄

与する容積が減少することから、滞留時間が減少する結果、浄化効率の低下を招くこ

とがある。

②付着生物膜法（プラスチック材を用いた接触曝気法、好気性ろ床法等）や浮遊生物法

（オキシデーションディッチ法）では微生物が増殖するため、適切な汚泥処理を行わ

ないと、浄化水中に生物が流出し、浄化効率が低下することがある。

③ろ過による浄化手法では、ろ過表面及びろ層内部に目詰りが生じ、逆洗を適切に行わ

ないと、通水量（通水速度）の低下を招く。

上記のように、水質浄化効率は、汚泥の堆積量並びに汚泥処理頻度によって大きく影

響されるので、浄化効率の評価及び設計条件を検討するためには、汚泥堆積量と汚泥処

理頻度との関係を十分検討することが必要となる。具体的には、以下の観点で検討を行

う。

①礫間接触酸化法、プラスチック接触酸化法等長期的に汚泥を堆積する浄化手法

ａ．除去ＳＳ量と浄化効率の関係（単位容積当たりの除去ＳＳ量と浄化効率の関係）

ｂ．空隙率と浄化効率の関係

ｃ．堆積汚泥量を考慮した滞留時間（実滞留時間）、ＢＯＤ容積負荷と浄化効率の

関係

②付着生物膜法、浮遊生物膜法等短期的に汚泥を引抜く浄化手法

ａ．除去ＳＳ量と汚泥引抜量、頻度との関係

ｂ．汚泥引抜量、引抜頻度と浄化効率の関係

ｃ．汚泥貯留容積と汚泥引抜量、引抜頻度の関係

③逆洗により非常に頻繁に汚泥を処理するろ過による浄化手法

ａ．除去ＳＳ量と通水速度の関係

ｂ．除去ＳＳ量と逆洗頻度の関係

ｃ．除去ＳＳ量と逆洗による排出汚泥量の関係
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(3) 効果的かつ経済的な設計条件の決定

各浄化手法の設計因子としては、以下のものがあげられる。

①滞留時間

浄化対象水が施設内を浄化を受けながら流下する時間を示すものである。

浄化施設の容積に空隙率を乗じた実際の通水可能容積を浄化対象水量で除して求め

られる。

（浄化施設容積(m )）×（空隙率）３

滞留時間（hr）＝
浄化対象水量（m /hr）３

礫間接触酸化法、プラスチック接触酸化法等の接触沈殿と微生物による浄化手法や

曝気付礫間接触酸化法や接触曝気法等の生物処理による浄化手法に適用されている。

②容積負荷

浄化施設の単位容積あたりに浄化する水量を示すものである。値が大きい程、浄化

施設がコンパクトであることを示している。

（浄化対象水量(m /日)）３

容量負荷（m /m ･日）＝３ ３

（施設容積(m )）３

③ＢＯＤ容積負荷

浄化施設の単位容積あたりの流入するＢＯＤ量を示すものである。容積負荷に流入

水ＢＯＤ濃度を考慮したものであり、種々のＢＯＤ濃度に対する施設規模の比較が可

能である。

（浄化対象水量(m /日)）×（流入ＢＯＤ濃度(㎎/ =g/m )）３ ３ç
ＢＯＤ容積負荷（kg-BOD/m ･日）＝３

（施設容積(m )）３

生物処理による浄化手法に一般的に適用されている。

④ＢＯＤ－ＳＳ負荷

下水処理施設の活性汚泥法の設計因子であり、活性微生物量（ＭＬＳＳ）あたりの

ＢＯＤ量を示すものである。

（浄化対象水量(m /日)×（流入ＢＯＤ濃度(㎎/ )）３ ç
ＢＯＤ－ＳＳ負荷（kgｰBOD/kg-SS･日）＝

（曝気槽容積(m )）×（ＭＬＳＳ濃度(㎎/ )）３ ç

標準活性汚泥法では、0.2～0.4kg-BOD/kg-SS･日の範囲であり、それより小さいも

のは長時間曝気法といわれている。

河川浄化手法では活性微生物を利用する方法は稀であるが、オキシデーションディ

ッチ法で利用されている。
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⑤ろ過速度

ろ過を浄化原理とする浄化手法の設計因子であり、ろ過面積あたりに浄化する水量

を示すものである。値が大きい程、単位面積あたりの浄化水量が多いため、浄化施設

がコンパクトであることを示している。

（浄化対象水量(m /日)）３

ろ過速度（m /m ･日＝m/日）＝３ ２

（浄化施設ろ過面積(m )）２

砂ろ過法、長毛ろ過法、木炭浄化法、高速土壌浄化法等、ろ過による浄化手法に適

用される。

⑥設計条件の決め方

浄化手法の浄化原理と特性から適切な設計因子を抽出し、その設計因子と浄化効率

（除去率）または浄化後の水質をプロットする。

礫間接触酸化法の実験例（多摩川浄化実験）から滞留時間とＢＯＤ除去率、ＳＳ除

去率の関係についてまとめたものを図-32、図-33に示す。この図より、ＢＯＤ除去率

は1.25時間以下では除去率のバラツキが多く浄化効率が不安定であるのに対し、1.25

時間以上では除去率のバラツキが少なく、約75％の除去率が得られている。滞留時間

を長くとれば、それだけ浄化施設に余裕をとれるため浄化の安定性は向上するが、施

設規模は大きくなるため、必要用地が大きくなるとともに建設費が高くなることにな

る。

このため、礫間接触酸化法のこの実験例では、浄化の効率と経済性を考慮して除去

率が一定となる滞留時間1.25時間を設計条件としている。

上記の例のように、設計因子と浄化効率（除去率）や浄化後水質との関係より、以

下の事項について検討を行う。

・設計因子と浄化効率（除去率）または、浄化後水質レベルの関係（所定の除去率、

水質が得られる設計値はいくつか）

・浄化設計因子と浄化効率の安定性の関係（設計因子の値に対する除去率及び水質

のバラツキの程度はどうか）

この検討結果に基づき、設計条件は以下の２点で決定される。

①目標除去率または目標水質を達成するための設計条件

②浄化効果の逓減する（効果がほぼ横ばいとなり始める）設計条件

上記のうち、浄化効率の安定性を考慮すると、②すなわち「浄化効果の逓減する設

計条件」で設計条件を決定することが望ましい。
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図-32 礫間接触酸化法の実滞留時間とＢＯＤ除去率の関係

（流入ＢＯＤ濃度10㎎/ 以上）ç

図-33 礫間接触酸化法実滞留時間とＳＳ除去率の関係

（流入濃度10㎎/ 以上、平均流入濃度21㎎/ ）ç ç
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(4) 施設形状の検討

浄化施設の設計にあたっては、設計条件を決定するとともに適正な施設の形状、すな

わち長さ（流下距離）、深さについても検討することが必要となる。（幅については、

設計条件と長さ・深さによって決定される）浄化手法を原理別に大別して検討する観点

を以下にまとめる。

①礫間接触酸化、プラスチック等接触酸化等の接触沈殿、接触酸化による浄化手法

ａ．施設の長さ（流下距離）

礫間接触酸化、プラスチック等接触酸化等接触材の間を通過させて、接触沈殿及び

生物による接触酸化によって浄化する方法では、滞留時間や容積負荷で設計される

が、その効果を発揮するためには、適切な流速と流下距離が必要となる。

適切な流速条件についても実験を通じて検討することが望ましいが、所定の滞留

時間、容積負荷条件での流下距離との関係を検討すれば、その流速条件が規定され

ることになるので、実験においては流下距離に着目して検討を行う。

礫間接触酸化法における流下距離と水質との関係を図-30に示したが、これと同

様に所定の滞留時間、容積負荷条件における流下距離の関係について検討し、必要

な流下距離を検討する。

ｂ．施設の深さ

原則的には偏流が生じない深さであることと、汚泥貯留容量を確保するために深

さが必要である。

汚泥貯留期間を考慮しながら、実験や実施設での事例で検討するとよい。

②エアレーションを行う生物処理による浄化手法

エアレーションを行う生物処理による浄化手法では、エアレーションにより槽内が

混合されるので、その混合が十分に行え、かつ、ＤＯが十分に供給できる施設形状で

あることに留意が必要である。

③ろ過による浄化手法

木炭浄化や高速土壌浄化法等ある程度の深さをもつ充填層を上向流または下向流で

浄化する方法では、その充填層の厚さ、すなわち深さが問題となる。実験において深

さ方向別に採水を行い、浄化の安定する深さについて検討を行い、深さを決定するこ

とが必要となる。
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(5) 必要浄化施設容量の検討

効果的かつ経済的な設計条件及び施設形状の検討結果を踏まえて、浄化施設の容量の

算定を行う。

基本的には「浄化部容量」と「汚泥貯留部容量」に分けて必要容量を算定し、その合

計量を浄化施設容量とする。

①浄化部容量

浄化機能を発揮、維持するために必要となる浄化施設の容量であり、決定した設計

因子と浄化対象水量、並びに流入水質より算定される。

②汚泥貯留部容量

汚泥を貯留するための浄化施設の必要容量である。浄化対象水量、流入水のＳＳ、

ＶＳＳと除去率、汚泥を貯留する期間（引抜き間隔）、有機性汚泥の分解率、堆積汚

泥の含水率等を勘案して算定される。

なお、運転方法によっては、雨天時の高ＳＳ濃度水が流入する結果、汚泥堆積量が

大幅に増加することがあるので、その取り扱いについては留意することが必要である。

（必要によっては、対象河川水について出水時のＳＳ調査を行い、その流出特性を検

討するものとする）

野川の礫間接触浄化施設における施設容量の検討例を以下に示す。
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【野川の礫間接触酸化施設の施設容量の検討例】

計画水量及び計画水質により礫槽容量を算定する。礫間接触酸化槽の施設容量は、浄化

部と汚泥貯留部の容量の和として求められる。野川浄化施設の各容量の算定フローを

図-34に示した。

ここで雨天出水時の検討は、野川における時間流量データ（佐須町自記データ）より、

堰の倒伏状況を判断し、これにより施設の稼働日数を求め、これに出水時の水質悪化を考

慮して施設へのＳＳ負荷の補正を行ったものである。

計 ＢＯＤ13㎎/ 計画浄化水量1.0 /secç â
画 設計水質・設計水量
水 ＳＳ 16㎎/ 出水時水量ç
質 （堰転倒直前）

計画除去率
実験結果 ＢＯＤ75％

ＳＳ 85％
(是政実験施設)

①式 ②式
雨

滞留時間1.25hr ＳＳ＝16㎎/ 除去率85％ 天ç
礫間接触酸化法 出

（空隙率35％） 汚 泥 性 状 係 数 水
時

雨 天 出 水 時 補 正 の
検
討

既存資料の検討
設計年数５年

浄化部容量 汚泥貯留部容量
（Ｖ ） （Ｖ ）１ ２

必要容量
(Ｖ ＋Ｖ )１ ２

施設設計

図-34 施設容量算定フロー
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①浄化部容量（Ｖ ）１

Ｑ×Ｔ
Ｖ＝ ･･･････････････････････････････････････････････ ①
24×ａ

Ｑ：処理水量（ /日）â

Ｔ：滞留時間（hr）

ａ：礫槽空隙率

②汚泥貯留部容量（Ｖ ）２

－ｋ －１Ｃ×Ｑ×ｆ×ｒ×（１－α）×365×ｎ＋Ｃ×Ｑ×ｆ×ｒ×α×（１－ｅ ）
Ｖ ＝ ･･･②２

（１－Ｗ）×ｄ×10 ×ａ６

Ｃ：晴天時平均流入ＳＳ濃度（㎎/ ）ç

ｆ：雨天時流入ＳＳ量補正係数

ｒ：ＳＳ除去率

α：流入ＳＳの強熱減量

ｋ：有機性汚泥の分解係数

ｎ：礫間接触酸化槽の設計年数

Ｗ：堆積汚泥の含水率

ｄ：堆積汚泥の比重

③必要容積（Ｖ）

１ ２Ｖ＝Ｖ ＋Ｖ

Ｖ ：浄化部容量１

Ｖ ：汚泥貯留部容量２
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①、②の算出に必要な計算諸元を表-22に示した。これらの値は、多摩川（是政地先）

の実験調査及び野川での調査結果をもとに算定した。

表-22 浄化施設容量の計算諸元

項 目 記号 設計値 備 考

滞留時間 Ｔ 1.25hr 目標ＢＯＤ除去率75％

礫槽空隙率 ｎ 35％ 実験での調査結果より

晴天時流入ＳＳ濃度 ｃ 16㎎/ 計画水質ç

雨天出水時の検討において、低水量の
雨天時流入ＳＳ量補正係数 ｆ 1.07

２倍水量での堰の倒伏とした場合

ＳＳ除去率 ｒ 85％ 目標除去率

流入ＳＳの強熱減量 α 60％ 野川水質結果より

有機性汚泥の分解係数 ｋ 0.01d 実験での調査結果より－１

堆積汚泥の含水率 Ｗ 70％ 実験での調査結果より

堆積汚泥の比重 ｄ 1.25 実験での調査結果より

施設の設計年数 ｎ ５年 設計条件

①、②の算定に表-22の計算諸元を代入し、礫間接触酸化槽の必要容量を求め、表-23に

示した。これより浄化部が12,957 で全体の約60％汚泥貯留部が7,524 で全体の約40％â â

である。

表-23 施設容量の計算結果

必要槽容量 容 量 内 訳

（ ） （ ）â â

浄化部 Ｖ ＝12,857１

Ｖ＝20,381
汚泥部 Ｖ ＝ 7,524２
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(6) 充填材の種類、充填率

浄化施設に充填する接触材の種類とその充填率については、実験により水質浄化効率

とその安定性、汚泥の堆積分布特性、引抜き方法とその頻度等を総合的に検討したうえ

決定するものとする。

(7) 空気量

水質浄化のための適正空気量については、対象水質濃度より計算したＢＯＤ酸化、Ｎ

Ｈ －Ｎ酸化のための空気量、溶解効率等をあらかじめ理論的に算定し、その理論量に４

おける実験を行うことによって、検討を行うものとする。実験において空気量を数段階

に変更しながら、水質浄化効率とその安定性を比較検討しながら、適正空気量を決定す

ることが望ましい。
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6.2.3 浄化効果・諸元の決定
現地河川水を対象にした実験及び検討結果を検討し、各種浄化手法の適正な浄化効

果、諸元の設計条件の決定を行う。

① 施設内での水質変化と水質浄化機能

② 水質浄化効率と堆積汚泥量の関係

③ 効果的かつ経済的な設計条件（滞留時間、容積負荷、ろ過速度等）の決定

④ 適正な施設形状の検討

⑤ 必要浄化施設容量（浄化部容量、汚泥貯留部容量）

⑥ 充填材の種類、充填率

⑦ 曝気空気量

【解説】

適切な浄化手法を決定するためには、水質浄化能力や浄化機能の安定性、持続性につい

ての比較が重要であるが、浄化施設の必要規模、建設費を算定するためには各浄化手法の

設計条件の決定が必要となる。このため、まず実験結果に基づき、浄化手法の適正な設計

条件の決定を行う。

なお、実験ができない場合には、各手法の標準的設計諸元と対象河川の特性及び実験解

析をもとに検討を行う。検討方法は前項に示したとおりである。
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7. 河川等の公共用水域における高効率浄化システムの開発に参加した企業等の一覧
表-24、表-25は、建設省技術評価制度平成4年度公募課題「河川等の公共用水域におけ

る高効率浄化システムの開発」に参加した企業等とその浄化法の名称、浄化概要の一覧に

ついてまとめたものである。

表-24 谷地川実験施設の浄化手法

No 浄化手法名

〔共同研究者名〕
浄化の原理 実験施設の寸法

①
紫外線併用接触酸化法

〔岩崎電気〕

紐状接触材を用いた生物学的接触酸化処理

と紫外線酸化処理を組み合わせた方式

槽本体

2700W×1800L×1900H

②

曝気無しﾌﾟﾗｽﾁｯｸ

ろ材接触酸化法

〔東洋ゴム工業（株）〕

プラスチックろ材の表面に有効な微生物を

多量に繁殖させる接触酸化方式
槽本体

4288W×1200L×1700H

③
木炭水質浄化システム

〔東洋ｴｺ・ﾘｻｰﾁ（株）〕

接触材として木炭を用い、木炭の表面に自

然に活着する微生物を利用する方式

槽本体

9000W×1500L×900H

④
バイオフロア工法

〔日建工学（株）〕

プラスチック製接触材が充填されたコンク

リートブロックを連続敷設する方式

槽本体

14400W×1400L×1200H

⑤

機能性材料を用いた

ろ過法

〔東亜建設工業（株）〕

機能性材料（ｾﾞｵﾗｲﾄ、ｸﾘｽﾄﾊﾟｰﾙ等）を用い

た多段型横流式サンドフィルター方式
槽本体

3800W×1200×2250H

⑥
ISN接触酸化法
〔石垣機工（株）〕

ろ布状の接触材を平板状に配列した槽に流

入水を自然流下でゆっくりと通過させる方

式

槽本体

2100W×4400L×1600H
補機

800W×1000L×1630H

⑦

繊維素材による接触酸化

とﾊﾞｲｵ技術のﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ水

質浄化装置

〔帝人ｴｺ・ｻｲｴﾝｽ（株）〕

嫌気性細菌の培養と繊維素材による接触酸

化を用いた浄化方式 槽本体

7500W×1000L×1200H

⑧
ECO－PITシステム
〔ﾋﾞｰ・ﾊﾞｲ・ﾋﾞｰ（株）〕

筒状の微生物吸着不織布を吊り下げた生物

膜槽内を上下方向に流れる接触曝気方式

槽本体

5000W×1250L×1500H

⑨
多孔板溝礫接触酸化法

〔協和エクシオ（株）〕

接触材と砕石による接触酸化法と、土壌微

生物を利用する土壌浄化法の組合せ方式

槽本体

7000W×3000L×2000H

⑩

礫間接触酸化方式

（開水路型）

〔建設省〕

礫を用いた接触酸化方式

（開水式、従来タイプ）
槽本体

18500W×1000L×800H

⑪

～

⑬

礫間接触酸化方式

（閉水路型）

〔建設省〕

礫を用いた接触酸化方式（礫径３種類）

〔礫間水路接触酸化（閉水路、改良タイプ）〕
槽本体（18500W×800L
×800H）×3
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表-25 大柏川実験施設の浄化手法

No 浄化手法名

〔共同研究者名〕
浄化の原理 実験施設の寸法

①
高効率接触酸化法

〔（株）間組〕

ハニカム状接触材を用いた沈殿槽とプラス

チック接触材を用いた曝気槽を組み合わせ

た方式

槽本体

5000W×2000W×2200H

②
曝気付流離水質浄化法

〔アクアテック（株）〕

接触材として球状砕石集合体を用い、流離

作用を利用した接触曝気方式

槽本体

10000W×1000L×1000H

③
木炭水質浄化システム

〔東洋ｴｺ・ﾘｻｰﾁ（株）〕

接触材として木炭を用い、木炭の表面に自

然に活着する微生物を利用する接触曝気方

式

槽本体

8000W×2000L×1500H

④
好気性ろ床法

〔（株）荏原製作所〕

粒状媒体を用いた好気性ろ床による曝気付

重力式ろ過方式

好気性ろ床のみ

φ1000×2500H

⑤
紫外線併用接触酸化法

〔岩崎電気〕

紐状接触材を用い、嫌気処理、好気処理、

紫外線併用好気処理、殺菌処理を組み合わ

せた方式

槽本体

3400W×2000L×1800H

⑥

曝気付紐状接触材

接触酸化法

〔共和コンクリート〕

紐状接触材を用いた槽内を硫化する接触曝

気方式

槽本体

16000W×1000L×1000H

⑦

高付加汚濁河川水の

効率浄化

〔ﾋﾞｰ･ﾊﾞｲ･ﾋﾞｰ（株）、

ﾃﾞﾝｶｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）〕

微生物吸着不布を用いた嫌気槽、曝気槽と

ACP 担体を用いた脱窒槽を組み合わせた方
式

槽本体 18000W×1000W
×700H+φ1300×3000H

⑧
２系列並列接触曝気法

〔日建工学（株）〕

プラスチック接触材を用いた２系統並列式

接触曝気方式

槽本体 14186W×2005W
×1550H

⑨
多孔板溝礫接触酸化法

〔協和エクシオ（株）〕

砕石と接触材による嫌気・好気槽を交互に

配列した循環型の接触曝気方式

槽本体 23000W×3000W
×3560H

⑩
曝気付礫間接触酸化法

〔建設省〕

曝気付礫間接触酸化法 槽本体 17000W×2450L
×1750H




